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概要 

 

ポイント 

 

● 企業は、産業革命時期比の地球気温上昇を 2℃未満に抑えるための削減経路と調和した

温室効果ガス(GHG)排出削減目標を設定することにより、気候変動対策で役割を担う

ことができる。このような目標を Science Based Targets(SBT)と称する。 

● SBT は、積み上げ型の GHG 削減目標よりも、はるかに多くのメリットを提供してお

り、低炭素経済に移行する中で、企業の競争優位性を高める。 

● SBTの設定手法は複数あり、企業が掲げる目標の高さに応じて様々である。 

● 厳密性と信頼性を確保するために、SBT は目標期間、高い目標、社内及びバリューチ

ェーンの範囲に関する様々な基準を満たすべきである。 

● 目標設定のプロセスのすべての段階に内部のステークホルダーを参画させるには、慎

重な計画を要する。 

● SBTが設定された後、SBTを十分かつ簡潔、明確に公表することは、ステークホルダ

ーに対して正確に情報を伝え、信頼を構築するために重要である。 

 

背景 

 

パリ協定において、各国政府は気温上昇を摂氏 2℃よりはるかに低く抑え、気温上昇を 1.5℃

に抑える取組を目指すことに合意した。このような基準値を超えると、世界はますます、海

面水位の危険なほどの上昇、干ばつ、洪水、その他の異常気象に見舞われるだろう。 

 

政府やその他の参加者の取り組みにも関わらず、人為的な GHG排出総量は、依然として上

昇している。現在の予測では、世界の平均気温は今世紀末までに 3.7℃~4.8℃上昇するとさ

れている。現在の国家レベルでのコミットメントの下でさえ、2030 年の排出レベルは、気

温上昇を 2℃未満に抑えるシナリオ下で本来あるべき数値よりも、24~60%高くなるだろう。

（2016年 気候変動枠組条約事務局） 

 

世界の気温目標達成を確実にするため、企業は極めて重要な役割を持つが、現在ほとんど

の企業目標は十分に野心的ではない。世界の GHG排出量の大部分は、法人セクターから直

接的または間接的に影響を受けている。気候変動が事業に及ぼすリスク及びそれがリーダ

ーシップやイノベーションを生みだす機会と認識している企業の多くは、排出量の削減目

標を設定し、すでに変容を明言している。しかし、これまで、多くの企業の目標は、積み上

げ型であり、2℃未満を掲げる未来と合致する高い目標や計画と一致していない。 
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SBTは、企業が長期的に排出量を管理するための着実なアプローチを示す。SBTは、ある

企業によって達成可能なものというよりも、必要とされているものの客観的、科学的評価に

基づいている。SBT は、低炭素経済に移行する中で、企業の競争的優位を高めながら、企

業の長期的な気候変動に対する戦略の確固たる基盤を提案する。目標が、産業革命以前の気

温と比べて、地球の気温上昇を 2℃未満に抑えるために必要な脱炭素化の水準に沿っていれ

ば、「科学と整合している」と考えられる。 

 

ベストプラクティスにおいても不明瞭さはあるが、ますます多くの企業が SBTを採用して

いる。40社を超える企業が SBTを設定しており、200社を超える企業が近い将来、SBTイ

ニシアチブを通して SBT を設定すると明言している（詳細後述）。SBT の設定は、新たな

取組みであるため、設定するメリット、SBTを構成する目標の種類、SBTの採用に向けた

社内の支援獲得や外部の第三者に対する SBTの伝達といったベストプラクティスに関して、

企業には不明瞭な部分が少なからず存在する。この不明瞭さは、SBT のさらなる採用に障

壁となる。 

 

本マニュアルに関して 

 

本マニュアルは、SBT を設定する際の段階的なガイダンス及び推奨事項を提供する。SBT

を設定する企業のメリットを理解することから、設定した SBTに対するプロセスの伝達に

至るまで、設定の主要な段階を含む(図 ES-1)。 
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図 ES-1：本マニュアルの各章 

 

注記：技術面の附属書は、SBT 設定手法がどのように機能するか、及び利用可能な具体的

SBT手法に関し、第 3章の補足情報を提供する。 

 

本マニュアルは、企業の野心的及び有意義な GHG削減目標の設定に、画期的なアプローチ

を特定し推進している、SBT イニシアチブによって作成された。本マニュアルの内容は、

SBT 設定の経験のある企業 20 社超に行ったインタビューを基に開発した。また、Call to 

Action 活動（Box ES-1 参照）の一環として、イニシアチブに提出された SBT 案の見直し

のために、SBT イニシアチブによって策定された推奨事項や基準も参照している。産業や

NGO出身の技術者からなる技術助言団体が、本マニュアルの複数案にきめ細かい意見を提

供した。 

 

企業を対象にしているものの、本マニュアルは SBTに関心のあるその他ステークホルダー

にも有益となりえる。企業（及び支援を行うコンサルタント）は、新たな GHG排出量目標

を検討する、あるいは策定する際には、本マニュアルを参考にするべきである。また、既存

の目標が科学と整合しているかを証明するために、本マニュアルを用いることもある。何よ

り、企業は全体的な GHGマネジメント戦略の枠組みとして、本マニュアル（より具体的に

は SBT）を使用するべきである。投資家及び環境団体、政策立案者、研究者を含め、その

他ステークホルダーは、SBT 設定のベストプラクティスについて学ぶため、本マニュアル

を利用することができる。 

 

本マニュアルは、SBTの設定に際して、現在あるベストプラクティスの概要を示している。

SBT が含む範囲に求めるものは、経年とともに経済モデル及び気候科学、国際的な排出量

削減の取組みの前進や、SBT の設定から学んだ教訓を反映するために変わることもある。

また、現在は既存のデータを使用して裏付けられない部門別あるいは地理的な検討事項に
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基づき、SBT の設定を補う新たな情報源及びツールが将来利用可能になるかもしれない。

本マニュアルはやむを得ず、現在利用可能なツールに集中しているものの、基本的な科学の

進化に合わせて、取組みを設定する将来の目標を導くべき一般推奨事項を記載する。 

 

本マニュアルでは、GHG削減策を実施する際のガイダンスは提供しない。企業は、エネル

ギー効率の向上やエネルギー源の脱炭素化を含め、GHG排出量を削減するため様々な対策

を利用することができる。SBT をうまく達成するための戦略は、企業の目標、開始時点の

状況、様々な選択肢のコスト及び外部の市場状況によって、対策を組み合わせたものとなる

可能性が高い。一企業にどの戦略が最も適しているかを決定することは、本マニュアルの範

囲ではない。 

 

Box ES-1. SBTイニシアチブについて 

SBTイニシアチブは、低炭素経済への移行が進む中、将来性のある企業成長の力強い手

法として SBTの設定を推進している。 

 

SBTイニシアチブは、CDP、世界資源研究所(WRI)、世界自然保護基金(WWF)、国連グ

ローバル・コンパクト(UNGC)の共同活動である。 

 

イニシアチブは 

 イノベーションの促進、規制によってもたらされる不確定要素の減少、投資家

からの信頼向上、SBT設定によって生まれる収益性や競争力の強化に注目し、

SBTを設定した企業を、ケーススタデイやイベント、メディアを通して例示す

る。 

 技術助言グループの支援を得て、SBT設定のベストプラクティスを定義し、推

進する。 

 採用の障壁を低くするリソースやワークショップ、ガイダンスを提供する。 

 企業に SBT の設定を公式に明言させることで、気候変動対策にリーダーシッ

プを発揮するよう呼びかける Call to Action活動を通して、企業の目標を独立

して査定し承認する。企業は 2年以内にイニシアチブに目標を提出し、それが

具体的な基準を満たすことが承認された後、公表される。 

 

イニシアチブ全体の目標としては、2020 年までに SBT の設定が企業の標準的取組みと

なり、企業が世界の GHG排出量を低減させる主要な役割を担うようになることである。

持続可能なマネジメントの取組みの基本的な部分に SBTを組み込むことは、この目標の

達成に不可欠である。 

 

詳しくは http://sciencebasetargets.org/を確認。 

http://sciencebasetargets.org/
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SBT の設定に関する主な事項 

 

企業は、SBT の設定に関する様々問題のガイダンスを求めている。優先事項の高い事項と

して、以下の点が挙げられる。 

 

企業が SBTを設定するメリットとは？確実に達成できるものを軸とした恣意的あるいは積

み上げ型目標は、コスト低減といったメリットにつながることがある。SBT は、さらに大

きな内部の投資を要することがあり、企業は SBTによってこのようなメリットを活かせる

のか、またどのように活かせばいいのか、不明な点が多々ある。 

 

SBT の設定にどのような手法があるのか？企業が目標を、排出総量の削減率で、あるいは

経済数値当たりの排出原単位または物理的製品量当たりの排出原単位で算出するかによっ

て異なるように、複数の手法が存在する。手法は、セクターの専門性によっても変わり、異

なる科学的データセット及び排出量予測を基にしていることもある。従って、異なる手法が、

大幅に異なる活動を企業に求める目標を生むこともあり、どの手法がどの状況下でふさわ

しいかについては不明確なことがある。 

 

信頼性の高い SBTとはどのようなものか？重要な要件は以下を含む。長期にわたり変化を

引き起こす低炭素技術への投資を促すだけでなく、短期で排出削減を推し進めるために、ど

れくらいの期間を SBTはカバーするべきか。自社の活動（「スコープ 1と 2の排出量」）及

びバリューチェーン（「スコープ 3 排出量」）からの排出量のどれ程の割合を、SBT はカバ

ーするべきなのか。バリューチェーンの目標は、いつ重要になるのか。仮に再生可能エネル

ギーの購入及びオフセットがあった場合、SBT に対してどのように用いられることになる

のか。 

 

社内で賛同を得、信頼を構築するために、効果的なコミュニケーション戦略とは？SBT の

効果的なコミュニケーションは、社内の経営判断を導き、従業員から賛同を得、企業の評価

を高める。SBT は通常、企業の取組みを変えるため、特定の部署に大きなコミットメント

を求めるので、コミュニケーションを正しく行うことは重要である。 

 

結論と推奨事項 

 

SBTは積み上げ型の GHG削減目標と比べて、多くのメリットを提供する。SBTは以下の

点で効果的である。 

・ 企業のレジリエンス（逆境を乗り越える力）を養い、競争力を高める。 

・ イノベーションを推し進め、企業の取組みを変える。 
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・ 信頼及び評判の構築 

・ 公共政策の変化に影響を及ぼし、準備を整える。 

 

SBTの設定手法は複雑になることがあり、特定の手法が他より望ましいこともある。 

・ すべての SBT 設定手法は、通常 3 つの構成要素からなる。炭素予算（温度上昇を 2℃

未満に抑えるために排出可能な GHG 全体量を定義）、排出シナリオ（排出削減の規模

と期間を定義）、配分アプローチ（企業にどれくらいの炭素予算が配分されるかを定義）

である。 

・ 現在、6つの手法が利用可能であり、各々が複数のセクターに適用性を持っている。 

・ 企業は「最も簡単な」選択肢をデフォルトとするべきではないが、セクターのリーダー

シップを示すために、最も良く排出削減を押し進める手法や目標を選択すべきだ。 

・ SBTを算定するため、企業はセクターに特化した脱炭素化の経路（すなわち「部門別脱

炭素化アプローチ」SDA）あるいは総量削減のいずれかに基づいた手法を使用するべき

である。 

・ 経済原単位目標が設定されることもある。しかし、通常、原単位目標はそれが気候科学

に則り、総量削減につながる場合、あるいはそれが部門全体で確実に排出削減につなが

るセクターに特化した脱炭素の経路を使ってモデル化される場合にのみ、設定されるべ

きである。 

 

厳密性と信頼性を確保するために、SBT は様々な基準を満たすべきである。最も重要な点

は以下である。 

・ SBTは、目標が正式に発表された日から、最短 5年、最長 15年をカバーするべきであ

る。また企業は、長期的な目標（例えば、2050年までの目標）を策定することが奨励さ

れる。 

・ 企業の SBT のバウンダリは、GHG インベントリのバウンダリと一致するべきである。 

・ スコープ 1、2からの排出削減量は、2℃未満を目標にした脱炭素化経路と一致するべき

である。 

・ SBTは、全社的なスコープ 1、2排出量の少なくとも 95％をカバーするべきである。 

・ 企業は、SBT の設定及び目標達成度を把握するため、一つの特定のスコープ 2 算定ア

プローチ（「ロケーション基準」あるいは「マーケット基準」）を使用するべきである。 

・ スコープ 3 排出量が大きい（スコープ 1・2・3 排出量合計の 40％超）企業の場合、ス

コープ 3の目標を設定すべきである。 

・ スコープ 3の目標は、通常、科学と整合する必要はないが、野心的で、測定可能である

べきで、企業が現状でのベストプラクティスに沿って、どのようにバリューチェーン内

の GHG排出量の主な排出源に対処していくかは、明確に示されるべきだ。 

・ スコープ 3 の目標バウンダリは、バリューチェーン排出量の大部分を含むべきである。

例えば、上位 3カテゴリあるいはスコープ 3排出量合計の 2/3である。 
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・ スコープ 3目標の特徴は、関連する排出源カテゴリ及び企業がバリューチェーン提携事

業者に持つ影響だけでなく、そのような提携事業者から得られるデータの質によって変

化するだろう。 

・ SBTは、重大な変更を反映するため定期的に更新されるべきである。さもなければ、時

間の経過とともに、その妥当性や一貫性が損なわれるだろう。 

・ オフセットや削減貢献量は、SBTにカウントされるべきではない。 

 

目標設定プロセスのすべての段階に内部のステークホルダーを参画させるには、慎重な計

画を要する。 

・ SBT設定の担当者は、目標設定過程において、目標を順応させ、実現可能性を評価し、

企業のあらゆる部署・部門と共同して実践的な実施計画を作成するために、緊密に連携

するべきである。 

・ 担当者は、頻繁に社内で反対意見が起こるような問題を予期し、標準化された対応を策

定するべきである。 

・ スコープ 3目標のために、企業は目標設定過程の間、賛同を増やし、実行を可能にする

ため、サプライヤーと連携して取組み、支援するべきである。 

 

SBTが設定された後、SBTを十分かつ簡潔、明確に伝達することは、ステークホルダーに

対して正確に情報を伝え、信頼を構築するために重要である。 

・ 企業は SBTの量的及び質的側面を開示するため、GHGプロトコルの算定及び報告の原

則に従うべきである。そうすることで第三者は、SBTの内容、関連事項、ニュアンスを

よく理解することができる。 

・ 企業は目標を目指す中で、年次進捗を報告するべきである。 

・ SBTは、専門用語を避け、理解されやすい用語を用い、ダイアグラムや画像情報などわ

かりやすい方法で伝えられるべきである。 
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用語 

 

排出総量目標 

 

基準年の水準と比較した目標年までに企業が大気に放出するGHG

量の全削減量 

配分アプローチ 

 

ある排出シナリオの基本となる炭素予算が、同水準に分割され企業

間に割り当てられる方法（例えば、地域、セクター、世界） 

評価報告書(AR) 

 

気候変動の科学的及び技術的評価を提供する IPCC が発行する資

料 

基準年 経時的に企業が目標達成度を評価する基準となる過去のある時点 

炭素予算 

 

気温上昇がある一定の基準値を超えるまで、世界が排出できる炭素

（あるいは CO2）の推定量。通常、2℃の基準値で、1,000GTCO2

と考えられる。 

CO2相当量(CO2e) 

 

異なる温室効果ガスの地球温暖化係数を一つの数字として表すた

めに使用する単位。すなわち、二酸化炭素の相当量あるいは濃度。 

排出原単位目標 

 

生産量あるいは企業の業績といったある一定の事業指標と比較し

た排出量の削減（例えば、製造トン製品あるいは付加価値当たりの

tCO2e）。目標は基準年の水準と比較して目標年までに達成される。 

排出シナリオ 

 

将来の排出量に対する社会経済的変化や技術的変化の影響を評価

するために使用される、将来の排出量及び大気圏の GHG濃度の予

測 

エネルギー技術展

望（ETP） 

 

持続可能なエネルギーの未来につながる経路を示すシナリオを提

供している IEA が発行する文書。その中では、対価と環境係数に

よって技術が選ばれていく。 

温 室 効 果 ガ ス

(GHG) 

 

温室効果につながる大気中の放射能を吸収及び放出するガス。

GHGは水蒸気、二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素、オゾン及び CFCs

を含む。 

混成セクター 

 

それぞれが固有の性質及び特徴を持ち、お互いに比較することが難

しい多様な製品を生産するために、一つの物理的指標を使用して記

述することのできないセクター。 

単一セクター 

 

企業が、企業内及びセクター全体で均一、かつ一つの物理的指標を

使用して記述することができる製品を生産するセクター。 

オフセット 

 

他の地域でのGHG排出量を補うために使用される個々のGHG削

減量。 

代表的濃度経路

（RCP） 

気候モデル及び研究のために、IPCC 第 5 次評価報告書(AR5)で開

発された GHG濃度軌道 



12 

 

スコープ 1排出量 

 

報告事業者が所有する、あるいは管理する排出源からの排出量 

スコープ 2排出量 

 

報告事業者が購入した電力、熱あるいは蒸気から発生する排出量 

スコープ 3排出量 

 

報告事業者のバリューチェーンの排出源から発生するその他すべ

ての間接排出量 

目標年 目標の中で、企業が宣言した排出削減を満たす予定とした年 

2℃シナリオ(2DS) 

 

IEAの ETPで開発された排出シナリオ。50％の確率で、世界の平

均気温上昇を 2℃に抑える排出軌道と一致したエネルギーシステ

ムを記述している。 

付加価値 会計の専門用語によって異なり、粗利益、営業利益、購入した製品

及びサービスにかかる経費を差引いた収益、あるいはすべての人件

費を加えた EBITDAとして定義される。 
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略語一覧 

 

AR5 (Fifth Assessment Report from the IPCC) 

   IPCCの第 5次評価報告書 

CH4 (methane)  メタン 

C-Fact (Corporate Finance Approach to Climate-stabilizing Targets) 

   気候安定化目標のための企業財政によるアプローチ 

CO2 (carbon dioxide) 二酸化炭素 

CO2e (carbon dioxide-equivalent) 

   二酸化炭素相当量 

CSO (Context-based Carbon Metric) 

   状況に基づく炭素測定基準 

CSI (Climate Stabilization Intensity Targets) 

   気候安定化原単位目標 

ETP (Energy Technology Perspectives) 

   エネルギー技術展望 

GDP (gross domestic product) 

   国内総生産 

GEVA (Greenhouse gas Emissions per Value Added) 

   付加価値当たり温室効果ガス排出量 

GHG (greenhouse gas) 温室効果ガス 

IEA (International Energy Agency) 

   国際エネルギー機関 

IPCC (Intergovernmental Panel on Climate Change) 

   気候変動に関する政府間パネル 

kWh (kilowatt hour) キロワット時 

RCP (representative concentration pathway) 

   代表的濃度経路 

SBT (science-based target) 

   科学と整合した目標 

SDA (Sectoral Decarbonization Approach) 

   部門別脱炭素化アプローチ 

UNFCCC (United Nations Framework Convention on Climate Change) 

   気候変動に関する国際連合枠組条約 
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1.はじめに 

 

世界の排出量はどれほどまで削減されなければならないのか？ 

 

気候変動に関する政府間パネル(IPCC i)による第 5次評価報告書は、気候変動を軽減する取

組みにも関わらず、温室効果ガス(GHG)排出量水準は 1990年から 2010年間で 31％増加し

た(Blanco et al.2014)としている。世界は現在、年間約 50GtCO2e を大気に放出しており

(Blanco et al.2014)、人口と経済の発展に伴い、最新の各国政府の約束(UNFCCC 事務局

2016)でも、2030 年までに年間 56.3GtCO2e の排出が予測されている。この経路の下、世

界の平均気温は今世紀末までに 2.7℃~3.7℃上昇し（WRI2015）、自然体系、水資源、農業

生産力、究極的には経済、政治、社会の安定に甚大な影響を及ぼすと推定されている。 

 

世界の GHG排出量は、2050 年までに 2010年の水準から 49％～72%を削減しなければな

らないと、科学者は述べている（Clarke et al.2014）ii。さもなければ、世界の気温上昇は、

産業革命前気温より 2℃を超え、地球の気候に破壊的な変化をもたらすだろう。2℃の上昇

でさえ、気候の安定を確保するには高すぎると指摘する科学者はますます増えており、1.5℃

に抑えるよう呼びかけている（例、Schellnhuber et al.2016）。1.5℃に抑えるということは、

排出できる量はさらに少なく、世界のエネルギー及び産業の排出量は、より早く段階的に減

少させなければならないことを意味している。 

 

表 1-1. 1.5℃~2℃に抑制する排出量経路の比較 

 1.5℃に抑制する場合 2℃に抑制する場合 

気温上昇が上限に達する前

に、排出可能な量（2012年

以降） 

400GT CO2 1,010GT CO2 

世界の排出量がピークとな

る年 

2020年以前 2020年以前 

2010年水準を基に、2050年

までに必要とされる世界の

排出削減量 

70-95％ 49-72％ 

世界のエネルギー及び産業

の排出量を段階的に停止さ

せなければならない年 

2045～2055年 2060～2075年 

出典: Clarke et al. 2014. 

 

およそ 200 か国が、パリで開催された気候変動枠組条約(UNFCCC)第 21 回締約国会議
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(COP21)に参加し、「世界の平均気温上昇が産業革命前水準より 2℃をはるかに下回るよう

に抑え、かつ 1.5℃までの気温上昇に抑えるために努力する(UNFCCC2015)」ことを定めた

パリ協定に締結した。そこで、GHG排出量の大幅な削減を含む、様々な取組を進めること

を誓った。この意欲的な目標にも関わらず、大幅に不足していることがある。現在のコミッ

トメントの下、最大限の努力をしても、2030 年の排出量水準は、少なくとも 2℃シナリオ

で本来あるべき数値より 24~60％高くなるだろう、ということである(UNFCCC 事務局

2016)。企業は、この差異を埋める重要な役割を担っている。 

 

SBTとは？ 

 

本マニュアルでは、GHG 排出削減目標が、世界の気温上昇を産業革命前水準の 2℃未満に

抑えるために必要とされる脱炭素化の水準と合致していれば、”Science-based” (科学と整合

された)と見なされる。 

 

経年とともに、SBT を構成するものに求められるものは、経済モデルや気候科学、世界の

排出削減の取組みにおける進歩を反映して変化することもある。特に、パリ協定を踏まえて、

「2℃を大幅に下回る」あるいは 1.5℃シナリオと合致する場合のみ、目標は科学と整合す

ることになるかもしれない。企業は、SBTを「2℃を大幅に下回る」あるいは 1.5℃シナリ

オと合致し設定するよう奨励されるものの、この点は現在、中核として求められておらず、

本マニュアルでは 2℃上昇に対応する手法 iiiに焦点を当てる。 

 

一度設定されても、SBT が据え置かれることはなく、むしろ気候科学及びその他の係数の

変化を反映するため、時間と共に調整がなされるべきである(第 4章 4項参照)。 

 

企業の重要な役割 

世界の排出は、電力及び熱の生産、農業・林業・その他土地利用(AFOLU)、商業用建物、運

送及び産業（図 1.1）を含め、主な経済セクターの活動から生じている。 
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図 1.1 経済セクター毎の全人為起源 GHG排出量（年間 GtCO2e）、2010年データ 

 

注記：その他のエネルギーは、コークス炉や溶鉱炉での燃料の燃焼といった公共の電気及び

熱生産以外の排出量をカバーしている。 

 

出典：IPCC 2014aを採用 

 

このような経済セクター内の企業は、低炭素な未来への移行を促進するため、重要な役割を

持っている。気候変動が事業に及ぼすリスクや、それがリーダーシップやイノベーションを

生みだす機会だと認識している企業の多くは、排出量の削減目標を設定し、GHG排出量を

把握、公式に報告することで、すでに変容を明言している。例えば、世界の排出量の 12%を

占める 1,089社のうち、85％の企業が目標を設定している(CDP2016)。 

 

しかし、このような目標の多くが、気候変動によってさらされる脅威に対応するために必要

な削減量に見合っていない。科学が必要だと指摘するほど野心的ではなく、企業の排出量の

中でも大きな意味を持つほどの量をカバーしていないか、長期的な視野（すなわち、2020

年以降の目標）を欠いている（CDP2015a、CDP2016）。例えば、同 1,089社のうち、SBT

を設定している企業はわずか 1％にとどまり（図 1.2）、このような目標を合算した削減量

は、2℃経路に必要な全削減量のわずか 1/4にとどまっている(CDP2016)。 
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図 1.2：1,089社の中では SBTではなく、積み上げ型の目標設定がよく見られる。 

 

出典：CDP(2016) 

 

排出量の差を埋めるビジネスチャンス 

低炭素技術パートナーシップ・イニシアチブ(LCPTi)iv は、9 つの事業セクター向けに低

炭素技術開発行動計画を作成した。PwCは、仮にその高い目標が実現されたら、LCPTi

は 2030 年までに 2℃シナリオ内に世界の気温を抑えるために必要な排出削減量の 65％

に貢献できると見積もった。また、当該行動計画は、経済の低炭素セクターに 5～10 兆

ドルの投資を投入し、雇用にして 2,000～4,500万人年を支えると推定した(PWC2015)。 

 

電力セクターの脱炭素化 

発電は、世界の GHG排出量のおよそ 1/3にあたる（図 1-1）。従って、電力会社による野

心的な活動は、温度上昇を 2℃未満に抑えるために不可欠となるだろう。電力セクター

は、発電を集中型から分散型に、化石燃料から再生可能エネルギーへ切り替えていくこと

を通して、脱炭素化が期待される。電力セクター自体が講じる対策以外にも、他のセクタ

ーの企業は、風力、太陽、地熱エネルギー源のような選択肢に投資することで、低炭素エ

ネルギーの利用に影響を及ぼすことができる。 

 

経済成長から排出をデカップリングすることは、今後の低炭素経済の主要な構成要素と

なり、実行可能なものである。例えば、米国のトップ 100の発電事業者は、2008年から

2013年で、総発電量は増えたものの、CO2e排出量は 12％削減した(CERES2015)。この

ようなデカップリングを達成するために、企業は、排出量の多いインフラへの投資を避け

なければならないだろう。2℃目標と整合する企業活動において、そのようなインフラへ

の投資を行うことは、排出量の増加に陥ったり、早期に廃棄しなければならない座礁資産

の所有につながるためである。 
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企業にもたらす影響 

賢明な企業は、気候変動がもたらすリスクを理解し、SBT を設定することでリーダーシッ

プを発揮している。SBT を設定した企業は、長期的な企業価値を構築し、次のことによっ

て将来の収益性を守っている。（議論には第 2章を参照） 

 ・企業のレジリエンスを培い、競争力を高める。 

・イノベーションを推し進め、企業の取組みを変える。 

・信頼及び評判の構築 

・公共政策の変化に影響を及ぼし、準備を整える。 

 

本マニュアルの目的 

本マニュアルは、STBを策定するための手引書である。SBTイニシアチブの活動から学ん

だベストプラクティスや教訓を盛り込んでいる。特に、ベストプラクティスとして、イニシ

アチブの Call to Actionキャンペーンから基準や推奨事項を盛り込んでいるが、手引書」と

しての位置づけであるこのマニュアルの中では、これら基準のすべてが盛り込まれている

わけではない。 

 

本マニュアルの使用推奨者 

本マニュアルは、検討中の企業（及び支援を行うコンサルタント）あるいは新たな GHG排

出量削減目標の開発プロセスにある企業、あるいは以前の目標を調整とする企業が、利用す

るべきである。また、企業は、本マニュアルを現在の目標が科学と整合しているかを立証し、

GHG管理戦略の枠組みとして利用することもできる。加えて、投資家及び環境団体、政策

立案者、研究者は、SBT を設定するためのベストプラクティスについて学ぶために、利用

することができる。 

 

本マニュアルの内容 

本マニュアルの大部分は、SBT 設定手順の説明を通して、読者を高いレベルへと導く。ビ

ジネスケースの定義（第 2 章）、様々な SBT 手法の適用に関する理解（第 3 章及び 4 章）、

社内の賛同の獲得（第 5章）、目標と達成度の進捗の伝達（第 6章）によって構成されてい

る。2つの技術附属書は、利用可能な手法と手法の選択について、より深い技術的な情報を

提供している。 

 

マニュアル作成の経緯 

本マニュアルは、SBT イニシアチブが調整した複数のステークホルダー間での開発プロセ

スを経て開発された。産業界や NGO出身の技術者からなる技術助言グループが、いくつも

の案にきめ細かい意見を提案した。さらに、ベストプラクティスを理解するために、SBTを

設定したことのある企業 20社超にインタビューし、実例を示した。本マニュアルの草稿は、

世界中のステークホルダーからさらに意見を集めるため、意見公募手続きで公開された。本
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プロセスには、ワシントン DC、インドのムンバイ、ブラジルのサンパウロでのオンライン

セミナーや対面でのワークショップが含まれている。 
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2.SBTのためのビジネスケースを作成する 

 

本章では、排出削減目標を設定することで企業にどのようなメリットがあるかを示し、野心

的な SBTの設定を促す要因に注目する。 

 

2.1. SBTを設定するメリット 

 

科学的な知見に基づかない目標や達成の確実性が高い目標、あるいはセクターで歩調を合

わせた目標であっても、企業のメリットにつながることもある。しかし SBTは上記のよう

な積み上げ型目標のメリットを十分に活かし、それ以上の変化をもたらす可能性がある（表

2-1）。そのため 200社を超える企業が、SBTの効力や実用性を認識し、SBTイニシアチブ

の Call to Actionキャンペーンを通じて、SBTの設定を宣言している。 

 

企業例：ランド・セキュリティーズ 

「結局のところ、科学は意味をもたらし、我々の高い目標を現実的なものにしてくれる。

目標はもはや、検討もつかないところから発生した数字ではなくなり、実際問題とつなが

った目標となる。SBT は我々が達成できるものだけでなく、必要なものを約束させる。

そういった意味で、SBT はリーダーシップを示し、長期的な持続可能戦略の「柱」を提

供している。」（ランド・セキュリティーズ エネルギー部門長、トム・ビルネ氏） 

 

表 2-1. SBTを採択するメリット 

機会 よくある取組み－積み上げ型目

標 

SBT 

企業のレジリエン

スを養い、競争力を

高める。 

GHG排出量の削減は、経費削減

や企業の経営効率の改善につな

がることが多い。 

 

積み上げ型目標は、容易に解決

できる問題の追及だけにとどめ

てしまうことがある。SBT の設

定手法は、経費削減のみならず

様々な機会を利用し、低炭素経

済との調和を促している。 

イノベーションを

推し進め、企業の取

組みを変える。 

 

目標設定によって、企業やサプ

ライチェーンの事業者は、新た

な解決策や製品のアイデアが湧

くことがある。背伸びしたもの

でなく、短期目標なので、事業の

取組みを変えるよう強要される

ことはないだろう。 

SBT は長期的視野を含んでいる

ため、企業は GHG 排出削減の

ための短期で一般的な解決策に

とらわれず、考えることができ

る。新たな技術や資金調達の選

択肢は、低炭素経済のための準

備を重視した企業環境で開発さ
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れる。 

信頼及び評判の構

築 

 

GHG 削減の取組みを開示して

いる企業は、気候変動に対処す

るコミットメントを示すこと

で、信頼を集める。しかし、昨今、

投資家やステークホルダーは外

部の、科学に基づく予測に裏打

ちされた目標を要求しているた

め、当該企業にとってはリスク

となりえる。 

SBT はステークホルダーから高

い信頼を得ている。科学は、目標

をさらに高めるよう企業に求め

る。SBT を設定した企業は、長

期投資のリスクが低くなること

が多い。 

 

公共政策の変化に

影響を及ぼし、準備

を整える。 

 

積み上げ型目標は、政策立案者

に対して、企業は気候変動に真

剣に取り組むというメッセージ

を送る。 

 

SBT によって、企業は政策の変

更に適応し、政策立案者に対し

て、より強いメッセージを送る

こととなる。これによって、企業

が政策決定によりよい影響を与

えることが可能になる。 

 

企業のレジリエンスを養い、競争力を高める 

事業所とバリューチェーンからの GHG排出量を削減することにより、企業は低炭素経済に

おいて、レジリエンスや競争力を高められる。より厳しい排出削減を達成することで、企業

は、特に製造や運搬にかかるエネルギーコストの低減を図り、競争力を伸ばすことができる。

また、エネルギー消費が低下すると、化石燃焼の価格変動に関連するリスクにさらされるこ

とが少なくなる。 

 

また SBT設定企業への投資は、競合企業への投資より高い内部収益率を達成することが期

待できる（2014年We Mean Business） 

 

企業例：P&G イノベーションと省エネを推進する野心的な目標 

2014/2015年度で、プロクター＆ギャンブル(P&G)は、基準年の 2010年から 2020 年ま

でにスコープ 1、2 の排出総量から、30％削減を掲げる SBT を設定した。再生可能エネ

ルギーが、目標を達成するための鍵となるだろう。P&Gは、テキサス州に 100MWの風

力発電所を建設するために、EDF Renewable Energyと提携。P&Gは、「この発電所は、

米国とカナダの繊維商品や家庭用製品の全生産をまかなうに十分な風力発電を提供する

だろう。v」と述べている。これは、一年で 200,000トンの GHG削減に等しい。 

 

P&Gはまた、エネルギーを節約するための新たな方法を、従業員に模索するよう期待し

ている。同社は、従業員が省エネや経費節約に関するアイデアを共有するための”Power 
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of 5”と呼ばれるプログラムを立ち上げた。これまで、同プログラムは、2,500万ドル超の

新たな省エネの機会を作り出しており、今後 2～3年で実施する予定である。 

 

イノベーションを推し進め、企業の取組みを変える。 

積極的な削減目標を持つことは、より大きなイノベーションや投資につながる。野心的な目

標は、企業のあらゆる従業員層に、現在の事業の延長線上にある変化の枠を超えて考えるよ

う促し、企業の取組みを真に変えることができる。 

 

高い目標に動機づけられたイノベーションは、新たなビジネスモデルやアイデアを生む可

能性がある。イノベーションは、新たな製品、原材料調達の新たな方法、顧客との新たな関

わり方、市場拡大の新たな方法を創出することにより、企業の収益を再定義する手助けとな

る。急進的なイノベーションは、現在の持続可能でない経済システムを破壊する可能性があ

る。野心的な目標は、企業内カーボンプライシングあるいは炭素税といった革新的な資金調

達の取組みを促進することができる。創造的な資金調達の取組みは、野心的な目標の達成に

必要となる大規模な資金や研究開発(R&D)投資を可能にし、このような目標の達成は、収益

の改善にむすびつく。 

 

企業例：デル 販売された製品やサービスのイノベーション 

デルの製品によって使用されるエネルギーは、同社の全カーボンフットプリントで最も

多くを占めており、製品のエネルギー効率のイノベーションは、全ての排出削減戦略の重

要な部分となる。SBTの一環として、デルは 2011年を基準年として、2020年までに製

品ポートフォリオの 80％のエネルギー原単位を削減すると宣言。デルは、この目標を達

成するため、ノートパソコン、デスクトップ、サーバー、ネットワーク機器といった製品

一覧の技術にてこ入れした。例えば、以前のデータサーバよりも合理的な働きが可能な次

世代のブレードサーバは、通常のデータセンターよりもはるかに少ない GHG 排出量で

稼働する。顧客は容量や計算能力を得、IT チームは制限から放たれ、同様に作られた競

合製品よりも電力コストは最大 20％削減される。 

 

デルの主席環境ストラテジストのジョン・ヒューガー氏は次のように述べている。「エン

ジニアはデータが大好きだ。彼らにデータを渡すと対応するだろう。社内で最も大きいエ

ネルギーフットプリントのところに行き、対処することができる。彼らはビジネス戦略目

標を実現するために、改革を進める権限を持っている。実際、人が問題を解決したいと思

ったら、解決しようとしている問題の規模や性質を知る必要がある。情報と見通しがわか

っていれば、何をすべきかおのずとわかる。」vi 

 

企業例：ウォルマート 

「人はなんでも目の前にあるものに対して、最も難しいと感じるが、それは同時に多くの
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画期的なイノベーションをもたらすものでもある。SBT を設定することは、私達の具体

的な目標の中でも最長の期間となるだけでなく、会社として設定する最も積極的で包括

的な目標となる。それは、イノベーションを起こすために、私たちやステークホルダーを

本気で推し進めることになると思う。」（ウェルマート サステナビリティ部門長、フレッ

ド・ベドアー氏） 

 

企業例：ケロッグ サプライチェーンのイノベーション 

SBT の一環として、ケロッグはスコープ 3 の排出総量を、2015 年を基準年として 2030

年までに 20％、2050年までに 50％を削減すると宣言した。 

 

これは、ケロッグ初のスコープ 3の量的目標であり、達成のために同社は、基準年の GHG

インベントリを設置し、どのような変化が可能かを特定するため、サプライヤーに働きか

けている。目標を設定して以来、ケロッグは問題や改善可能な選択肢について理解を促す

ため、排出量や調達物に関する CDPの質問に答えるようサプライヤーに奨励し、すでに

サプライヤーの 75％（400 社超）と関わってきた。また、農家が排出量を減らすために

35 のプログラムを世界中で実施しており、排出削減量やレジリエンスに注力した賢い農

業の取組みを実践するため、50 万の農業従事者を支えている。また、同社は、研究結果

や学んだ教訓をまとめ、個人農家と共有している。vii 

 

 

従業員や顧客、その他ステークホルダーとの信頼及び評判を構築する 

SBTは、最大限の目標を設定する、厳格で熟考されたアプローチを示し、意義ある GHG排

出削減の取組みのための道筋を作り出す助けとなる。気候専門家の外部コミュニティが後

押しする目標設定は、企業の持続可能性目標に信用を与え、従業員や顧客、政策立案者、環

境団体、その他ステークホルダーの視点から見た企業の評判を高めることができる。 

 

企業は、投資家から良い評判を得ることにもつながる。ますます多くの投資家が、多くのセ

クターでの気候変動の重要性やリスクを認識し始めている。例えば、2010年以降、CDPを

通して気候変動やエネルギー、排出量データの開示を求める機関投資家の数は、534社から

822社となり、54％上昇した（CDP 2015b）。2016年時点で、世界のトップ 500社の資本

保有者の 60％が、気候リスクにさらされることを減らし、低炭素経済への投資を伸ばす行

動を取っている（AODP 2017）。 

 

SBT の設定によって得られた知名度やプラスの評判は、経営者の全般的な魅力も補強する

はずである。一例として、Net Impactの調査では、ミレニアム世代の 80％が環境負荷を考

慮した企業で働きたいということがわかった。 
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気候リスクや機会への関心を高める投資家 

投資界では、気候変動が企業にどのように影響を及ぼすのか、あるいはその企業がリスク

をどのように理解し、対処するのかという点について、気候変動が多くのセクターにおよ

ぼす重大なリスクが日に日に認識されてきている。投資家の取組み例には以下がある。 

・ 4 地域の気候変動投資家グループの共同活動である The Global Investors 

Coalition on Climate Change (GICCC)は、COP21で、資産にして 24兆USド

ル超となる 409 の投資家に承認された声明を公表した。投資家は、「気候変動や

気候政策によってもたらされるリスクを最小限にとどめ開示し、機会を最大限に

活かすために投資する企業と連携すること」viiiを含め、いくつかの対応策を宣言

した。 

・ 非営利団体である Sustainable Accounting Standards Board (SASB)は、米連邦

証券取引委員会(SEC)に提出を義務付けられている財務書類において持続可能性

情報を開示する際の基準を設定しようとしている。投資家はこれを利用し、企業

に対して評価や判断ができる。 

・ 仏政府は、現在、金融機関に気候リスクを開示することを義務付けている。 

・ 気候変動に関する 2015 年国連パリ協定は、資金の流れを温室効果ガスの低排出

及び気候変動に対応できる開発に向けた経路と一致させるよう各国政府に約束

させている(UNFCCC 2015)。 

・ 気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)は、投資家及び銀行、保険会社、ス

テークホルダーに情報を提供する際に、企業が使用する、任意で一貫性のある気

候に関連した金融リスクの開示条項を開発している。 

 

 

企業例：NRGエネルギー SBTを将来性のあるビジネスに活用 

NRG エネルギーは、米国全土のおよそ 300 万の小売業者に電気を提供している。同社

は、2014 年を基準年として、スコープ 1・2・3 の排出総量から 2030 年までに 50％、

2050年までに 90％を削減すると宣言した。NRGは、米国内で環境に優しいエネルギー

生産者の先駆けとなることを視野に、クリーンエネルギーに大きな投資をしている。

「SBT の設定は、自分たちの排出量について考えている全ての顧客のニーズに直接答え

た。これはまた、我々が、短期的及び中期的、長期的にリスクについて考えていることを

知る必要のある投資家にとって、重要である。」NRG、サステナビリティ部門長のローレ

ル・ピーコック氏は「高い目標を持つことは、私たちが今後とも引き続き信頼にたる、持

続可能で安全なサプライヤーであり続けるために重要だ。」ixと述べている。 

 

企業例：ランド・セキュリティーズ 

「私たちの目標が承認されることは、間違いなく、私たちの評判と投資家との関係を良い

ものにしてくれます。長期的な投資の見通しは、今、一層良くなっています。最新の科学
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に沿って目標を更新し続ける限り、私たちの目標は、今後 50年、投資家の要求に対して

私たちの事業を確実なものとしてくれます。サステナビリティチームには、弊社の取組み

を聞きたいという投資家からの電話が日々増えています。独自の SBT設定を考えている

企業もあれば、目標設定を投資する企業の必須要件にしようと考えている企業もありま

す。」 

 

「目標は、政府の規制に対しても、私たちの立場をよくしてくれると考えています。私た

ちは、英政府の現行目標に十分準拠しているので、企業に対してさらに厳しい規制が導入

されても、適合していることになるでしょう。実際、今、産業界はこれに関して政府をリ

ードしていると考えています。私たちは、企業が自分たちで何ができるのかを示してい

て、できれば他社が弊社に倣い、基準が高くなるような環境を作っているのです。」x 

（ランド・セキュリティーズ エネルギー部門長、トム・ビルネ氏） 

 

企業例：コカ・コーラ・エンタープライズ 

「テスコ、カルフール、セインズベリーを始め、私たちの主な小売顧客の多くが、自社の

炭素排出量やサプライチェーンでの排出量を大幅に低減する計画を導入しています。こ

れは、コカ・コーラ・エンタープライズを始め、主なサプライヤーが、炭素削減目標が十

分に合致することを確実にする必要があることを意味しています。同様のことを私たち

のサプライヤーにも期待しています。」xi 

（コカ・コーラ・エンタープライズ 企業責任及びサステナビリティ部門長、ジョー・フ

ランシス氏） 

 

公共政策の変化に影響を及ぼし、準備を整える 

SBT を設定し、条件を満たすことは、企業が、より厳しい排出削減量やエネルギー規制に

さらされる負荷を減らす。日々の事業活動に影響を及ぼし、財務的な成長を阻害することも

ある規制や政策変更に、よりスムーズな適応を可能にする。また、大手企業が SBTを採用

し実施することは、政策立案者やその他ステークホルダーに対して、低炭素生産の技術的及

び経済的実現可能性を示すことになる。 

 

SBT を設定した企業は、低炭素政策への支持を示し、より望ましい政策状況から恩恵を得

るだろう低炭素技術の経路や再生可能エネルギーの解決策への需要を作り出すことで、政

策に影響を及ぼすことができる。 

 

企業例：デル 

「米ビジネス気候変動対応行動誓約（American Business Acts on Climate Pledge）は、

本当に重要な転換点だったと思います。企業はこのような問題を真剣に見つめ始める必

要がある、という連邦政府からの大きなサインだったのです。政府は単にルールや文化を
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設定するだけでなく、見込み客でもあります。このような製品を購入することで、低炭素

イノベーションへの支持を表明することができるのです。そういった意味で、SBT を設

定することは私たちに有益に働くはずです。」 

（デル 主席環境ストラテジスト、ジョン・ピューガー氏） 

 

SBT の設定は、経済成長と反目しない。前述したメリットが示すように、革新的な事業戦

略を目指すことは、財務的成功を促進し、企業は低炭素経済で繁栄する準備を整えることが

できる。企業は、引き続きビジネスに資する環境や事業活動の混乱を軽減する環境から、総

合的に恩恵を受けるだろう。このような状況を今後、確実にするために、企業は世界の 2℃

抑制目標と足並みをそろえた目標を設定する必要がある。 
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3. SBTを設定する手法を理解する 

 

本章では、SBT を設定する一般の方法論的、アプローチを記述する。その後、現在利用可

能な具体的手法の全体的な記述及び手法の選択に関するガイダンスを提供する。 

 

本ガイダンスの附属書 1・2では、このような問題に関して、踏み込んだ技術ガイダンスを

提供する。 

 

本章での重要なポイント 

・ SBT手法の重要な要素は、炭素予算（温度上昇を 2℃未満に抑えるために排出可能

な GHG全体量を定義）、排出シナリオ（排出削減の規模と期間を定義）、配分アプ

ローチ（企業にどれくらいの予算が配分されるかの定義）である。 

・ SBTの設定には現在、6つの手法があり、それぞれが複数のセクターに適用性を持

っている。 

・ 手法の中には、特定の企業/セクターに、より適切なものがある。 

・ 企業は「最も簡単な」選択肢をデフォルトとするべきではないが、セクターのリー

ダーシップを示すため、排出削減を進める最善の手法及び目標を選択すべきだ。 

・ 企業は、SBT の算定に、セクターに基づいた手法あるいは排出総量の収縮アプロ

ーチを使用するべきだ。 

・ 経済原単位目標が設定されることもある。しかし、通常、原単位目標はそれが気候

科学に則り、総量削減につながる場合、あるいはそれが部門全体で確実に排出削減

につながるセクターに特化した脱炭素の経路を使ってモデル化される場合にのみ、

設定されるべきである。 

 

3.1 SBT手法の構成要素 

 

通常、SBT手法は、3つの要素から構成される（図 3-1）。 

1. 炭素予算 

2. 排出シナリオ 

3. 配分アプローチ 
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図 3-1. SBTを設定する手法の主な要素 

 

 

炭素予算：気温上昇が一定の基準値となる気温を超える前に、大気に放出できる炭素量には

限りがある。この量が、炭素予算と定義される。すべての SBT手法は、世界全体で積み上

げられた排出量を、2℃基準のために使用できる炭素予算の総量以下に保つことに基づいて

いる。当該予算は、2013年から 1,010GtCO2(IPCC2014b)、あるいは 2017年から 700GtCO2 

(Rockstrom et al. 2017)である。 

 

排出シナリオ：排出シナリオは主に、経時で利用可能な炭素予算を配分する方法を示してい

る。GHGが今後、いつ、どれほど排出されるかを正確に予測することは不可能だが、IPCC

や国際エネルギー機関（IEA）xiiのような組織によって策定されているシナリオがいくつか

ある。 

 

シナリオは、人口や経済成長、技術の進歩や費用対効果についての仮定によって異なる。ま

たシナリオは、異なる期間をカバーしていたり、GHG濃度あるいは気温上昇に関する情報

を使用してモデル化されていたりする（詳細は附属書 1を参照）。さらに、シナリオは、セ

クターまたは地域によって分割された範囲によって異なる。 

 

配分アプローチ：配分アプローチとは、ある排出シナリオの基本となる炭素予算が、同水準

に分割され企業間に割り当てられる方法（例えば、地域、セクターあるいは世界的に）を指

す。 

 

本マニュアルで参照されている SBT手法は、企業レベルで排出量を割り当てるために、二

つの主なアプローチを使用している。 
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1. 収束：世界の 2℃抑制の経路に沿うように、あるセクター内の全事業者が、2050年まで

に共通の値にまで排出原単位を減少させる（例えば、全電力会社の排出量原単位は、2050

年に電力 1kWh につき、最大 29gCO2e に収束する）。企業に割り当てられた削減の責

任は、当初の炭素原単位や同セクターの成長率と比較した成長率だけでなく、世界の 2℃

抑制の経路と合致する全セクター的な排出原単位によって異なる。収束アプローチは、

セクターに特化した排出シナリオ及び物理的原単位指標（例えば、t-GHG/t-製品あるい

は t-GHG/MWh）と共にのみ使用される。 

2. 収縮：全事業者が、当初の排出実績に関係なく、同じ割合で排出総量あるいは経済原単

位（例えば、t-GHG/付加価値単位）を低減し、共通の排出の値に収束しなくてもよい。

収縮アプローチは、セクターに特化したシナリオあるいは世界の排出シナリオに使用さ

れる。 

 

3.2 各手法で必要なパラメーター 

 

炭素予算や排出シナリオ、配分アプローチに加えて、各々の手法は企業データ情報を必要と

し、目標設定をする基準として使用される数値を作り出す。 

 

企業の情報 

どの SBT手法でも、目標を策定するために必要となる企業データには以下を含む。 

・基準年 

・スコープによって分割された、基準年の排出量 

・基準年の活動（建物の床面積、移動した距離、付加価値等） 

・目標年 

 

セクターの分類といった追加的な企業情報を要する手法もある。附属書 2 では、各々の手

法に必要となる一次情報を記載している。 

 

各々の手法は、使用された情報に左右され、誤差が評価に影響を及ぼす可能性があるので、

企業データは可能な限り正確であるべきだ（第 4章 3項も参照）。 

 

見込み数値 

手法によって、目標値は、総量あるいは原単位あるいはその両方となりえる。総量の目標は、

基準年と比較し、目標年までに大気に放出される GHG 量の全削減量で定義される（例え

ば、2025 年までに年間 CO2e 排出量を 2000 年レベルから 25％削減）。代わりに、原単位

目標は、生産量あるいは企業業績のような具体的な企業指標と比較した排出削減量によっ

て定義される（例えば、製造トン製品あたりの排出量あるいは付加価値あたりの排出量）。 
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報告や望ましい伝達方法に応じて、企業は手法によって目標フォーマット値の使用を選択

し、それをその他のフォーマットに変更できる（例えば、総量目標を原単位目標に変えるた

めに生産データを使用）。 

 

以下に、公表された総量目標及び原単位目標の実例を示す。 

 

総量目標の例 

・ スコープ 1・2：プロクター＆ギャンブルは、2010年を基準年として 2020年まで

に、事業所からの排出量を 30％削減する宣言をした。 

・ スコープ 1・2・3：ゼネラル・ミルズは、2010年を基準年として、2025年までに

農場から埋立地に至るまで、全バリューチェーン（スコープ 1・2・3）にわたる排

出総量の 28％を削減すると宣言した。 

 

原単位目標の例 

・ スコープ 1：エネルは、2007 年を基準年とし、2020 年までに 1kWh 当たり CO2

排出量を 25％減らすと宣言した。 

・ スコープ 1・2・3：タリスは 2008年の基準年と比較し、2020年までに人キロ当た

りのスコープ 1・2・3の GHG排出量を 41.4％低減させると宣言した。 

 

組み合わせた目標（総量及び原単位）の例 

・ スコープ 1・2・3：コカ・コーラ・エンタープライズは、2007年の基準年を用い、

2020年までに中核となる事業の GHG排出総量を 50％削減すると宣言した。同社

はまた、2007 年の基準年を使い、2020 年までに飲料に関わる GHG 排出量 33％

の削減を宣言した。 

 

総量目標と原単位目標を比較する 

各々に長所と短所がある。例えば、原単位目標は必ずしも排出総量の削減につながらない。

生産量が増えると、たとえ単位基準当たりの効率がよくなったとしても、排出総量の増加を

もたらすことがあるからだ。図 3-2は、この点を説明している。 
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図 3-2. 原単位削減目標は、生産レベルが上がった際に、排出総量の増加につながる。 

      

原単位目標のまた別の問題とは、特に多様な製品を生産している企業が、事業をすべてカバ

ーする、一つの意義ある活動指標を策定することが難しい点にある。物理的原単位指標（例

えば、t-GHG/t-製品あるいは t-GHG/MWh）は、同一の製品を作るセクター内（製鉄やセ

メントといった「単一」セクター）での使用が最も適している。経済原単位指標（例えば、

t-GHG/付加価値単位）は、製品が多く、直接の比較が難しいセクター（小売りや化学製品

といった「複合」セクター）での使用に最も適している。しかし、経済原単位指標は、製品

の排出量と相関しないこともある。企業の製品価格が変動的であれば、経済指標は排出量の

目標達成度の把握に有益ではない（第 3章 3項を参照）。 

 

総量目標にも、欠点がある。同業者間での GHGインベントリの比較が難しく、報告された

削減量は、排出量の改善よりも、生産量の減少に起因することがあり、必ずしも効率の改善

を示さないのだ。表 3-1は、両目標の主なメリットとデメリットを要約している。 

 

表 3-1. 排出総量目標と原単位目標の主なメリットとデメリット 

 総量目標 原単位目標 

メリット 大気に放出される GHG 量

を具体量減らすために設計

されている 

 

具体量で GHG 全体量を減

少させる誓約を伴うため、

環境面で確実であり、ステ

ークホルダーからも、信頼

が厚い。また、国際的な排出

量削減の取組に対する貢献

度が予測可能で、透明性が

高い 

事業の成長や低迷と関係な

く、GHG実績及び効率の改

善を反映する 

 

企業間で GHG 実績の比較

可能性が増加することもあ

る 
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デメリット 業者間での GHG 原単位や

効率の比較が難しい 

 

報告済の削減量は、実績の

改善というより、生産や数

値の減少に起因することが

ある 

 

企業が成長し、成長率が

GHG 排出量と関連してい

れば、目標の達成が厳しく

なることもある 

 

原単位が減少しても排出総

量は増えることがあるた

め、環境面で確実ではなく、

ステークホルダーからの信

頼も薄い（例えば、GHG原

単位の減少以上に生産量が

伸びているため） 

 

多様な事業を展開する企業

は、一つの共通の事業指標

の定義が難しいことがある 

 

経済原単位指標は、物質的

な生産過程と結びつく排出

量と相関しないこともある 

 

 

3.3 SBT手法の選択 

 

利用可能な手法 

本マニュアルは、6 つの SBT 手法の詳細を提供しており、すべて無料で、公式に利用可能

であり、１つのセクターを超えて応用が可能である（表 3-2）。 

 

１．うち１つは、物理的原単位指標を策定するために、排出原単位の収束を使用している：

部門別脱炭素化アプローチ法(SDA)。 

２．また 1 つは、総量目標を策定するために、排出総量の収縮を使用している：総量削減

iii。SDAも、一般的な「その他産業」セクターに対しては、排出総量の収縮を使用。「そ

の他産業」セクターは、排出原単位アプローチの収束の使用を裏付けるためのデータが

利用できない製造業セクターからなる（附属書 1を参照）。 

３．その他 4つは、経済原単位目標を策定するため、経済原単位の収縮を使用している： 

気候安定化目標のための企業財政によるアプローチ(C-FACT)、気候安定化原単位目標

(CSI)、状況に基づく炭素測定基準(CSO)、付加価値当たり温室効果ガス排出量(GEVA)。 

 

このような手法は、セクターの考え方からも変わる。SDA は、部門別の 2℃経路に基づい

ており、特定のセクターに応用ができる（Box 3-1参照）。さらに、その他の手法としては、

どのような部門別排出シナリオにも使用することができるもの（総量削減）、またどのよう

なシナリオとの使用にも適応できるもの（GEVA、CSI、CSO）がある。従って、このよう
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な手法のセクター分けのレベルは、基づくシナリオのセクター分けのレベルによって決ま

る。附属書 2にて、各手法の重要な特徴を詳述している。 

 

このような 6 つの手法以外にも、新たなシナリオや手法が、様々な具体的セクターで開発

されることが期待される。これに関する情報は、手法が公式に利用可能になり、SBT イニ

シアチブに認証されると、SBTイニシアチブのウェブサイトに掲載される。 

 

現在利用可能なデータでは、国や地域によって排出経路の分割を認めていない。詳細は附属

書 1を参照。 

 

表 3-2. SBT手法の重要な特徴 

手法 配分アプローチ セクター 目標値の種類 

総量削減 排出総量の収縮 排出シナリオによる 総量 

気候安定化目標のた

めの企業財政による

ア プ ロ ー チ (C-

FACT) 

排出原単位の収縮 排出シナリオによる 総量及び経済原単位 

 

気候安定化原単位目

標(CSI) 

排出原単位の収縮 排出シナリオによる 経済原単位 

 

状況に基づく炭素測

定基準(CSO) 

排出原単位の収縮 排出シナリオによる 経済原単位 

 

付加価値当たり温室

効 果 ガ ス 排 出 量

(GEVA) 

排出原単位の収縮 排出シナリオによる 経済原単位 

 

部門別脱炭素アプロ

ーチ(SDA) 

排出原単位の収束 多種多様 物理的原単位 

 

排出総量の収縮 多岐にわたる製造産

業をカバーする 1セ

クター 

総量 
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Box 3-1. SDAセクター 

現在、SDAは以下のセクターaに特化した経路を提供している。 

・電力発電 

・鉄鋼 

・セメント 

・アルミニウム 

・紙/パルプ 

・化学/石油化学 b 

・サービス/商業ビル 

・旅客輸送 

 

SDAは、一般的な「その他産業」セクターの SBTも算定する。これには、建設産業や広

範な製造セクターが含まれる（例：食品・飲料、電子機器、機械）。 

 

注記： 

a. SDA のセクターは、国際エネルギー機関(IEA)から引用している。SDA ユーザーガ

イダンスの附属書では、共通の産業分類システムに対して IEA のセクターを位置付

けている。 

http://sciencebasedtargets.org/wp-content/uploads/2015/05/Sectoral-

Decarbonization-Approach-Report.pdf. 

b. 化学セクターの複合性は、この現在の SDA 経路の実用性を制限している。 

 

 

SBT手法を選択する 

SBTイニシアチブは、企業に SDAあるいは総量削減を使用するよう推奨している。 

 

経済収縮法も、経済原単位目標を設定するために使用されることもある（C-FACT、CSI、

CSO、GEVAの使用）。通常、原単位目標はそれが気候科学に則り、総量削減につながる場

合、あるいはそれが部門全体で確実に排出削減につながるセクターに特化した脱炭素の経

路（例、SDA）を使ってモデル化される場合にのみ、設定されるべきである。 

 

なぜなら、原単位と総量の目標にはそれぞれ、メリット、デメリットがあり、企業は総量と

原単位の双方で目標を表明することが推奨される。 

 

二つ以上のセクターで事業を行っている企業の場合、事業の大部分を占める最も大きなセ

クターを特定するべきである。このようなセクターに応用する手法は、合算した最終目標を

決定するための基準として使用することができる。例として、ある企業はアルミニウムのセ
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クターで事業を行っており、アルミの生産を支えるために、発電事業を行うとする。この場

合、企業は SDAでアルミニウムと発電セクターの二つの経路を使用し、二つの異なる目標

を設定することができる。同様に、企業は、スコープ 3排出量の異なるカテゴリ向けに、複

数の手法を使用することができる（第 4章 3項参照）。目標の進捗確認や目標達成に向けた

取り組みを容易にするために、地域、セクター、施設、排出量のカテゴリによって異なる社

内目標が立てられることがあるものの、外部への報告及び伝達のため、企業は、全体の構造

にわたって適合する合算した目標を定めるべきである。 

 

企業は最も野心的な目標を選ぶべきである 

ケースの中には、異なる手法によって、目標値に対する高い目標や削減量の経路に差異が存

在する。例えば、IPCC 第 5 次評価報告書で設定されている異なるシナリオでは、2010 年

から 2050年の間で、必要な削減量に 49～66％という差がある（附属書 1を参照）。 

 

企業は、確実に炭素予算を順守しようとして、最も達成が簡単な目標をデフォルトとするべ

きではない。最短で累積排出量が最も少なくなる、最も野心的な脱炭素シナリオや手法を使

用すべきである。いくつかの手法を精査し、セクターのリーダーシップを示すために、排出

削減を最も前進させる手法や目標を選択するべきである。手法の選択はまた、基準年と目標

年の情報の有用性といった実践的な検討事項に影響されることもある。 

 

発電事業者 

発電事業者は、スコープ 1目標を、少なくとも SDAによって決定される目標と同じくらい

野心的に設定するべきだ。なぜなら、電力セクターは、世界の GHGの単一で最も大きな排

出事業者（図 1-1）であり、費用対効果の高い方法で排出を削減することが可能である。 

 

価格変動のあるセクターでの SBTを設定する 

時間の経過とともに製品価格の変動が限られるセクターでは、排出量の増加はその企業の

経済成長とよく結びついている。企業が製品を販売すればするほど、製品を生産するために

排出量が増えるのだ。そのような場合、経済原単位目標が適切であるかもしれない。 

 

中には、企業の財務の伸びが、常に排出量の増加と結びついているわけではなく、需要と供

給や価格の変動といった他の市場原理に影響される企業もある。例えば、 

・製薬会社の特定の薬価は、需要や特許、規制要因に基づいて変動することがある。 

・高級ブランド企業の付加価値（あるいは粗利益）は、市場や高価な商品を購入する消費者

意欲に関連づけられ、価格に変動性をもたらす。 

・多くの商品価格（例えば、鉄鋼や農産物）は、商品取引所における売買で決定される。 

このような場合、企業は物理的原単位の収縮(SDA)あるいは総量の収縮を用いて、SBTを定

めるべきである。  
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4. SBTを設定する 

 

本章では、スコープ 1、2、3の目標を設定するために SBT手法を使用する段階的なプロセ

スを述べる。SBT イニシアチブの Call to Action キャンペーンをベストプラクティスとし

て、既存の基準や推奨事項を盛り込む。SBT は、企業の GHG インベントリを踏まえてい

るため、本章では GHGインベントリ開発のための GHGプロトコル基準の必須要件も参照

する。 

 

本章ではまず、SBT の設定に際して、全スコープに応用される主要な推奨事項や手順を検

討する。それから、スコープ 1、2目標のための具体的な推奨事項を示し、これとは別にス

コープ 3目標の推奨事項を示す。最後に SBTの妥当性を継続して確保するために、時間の

経過にあわせた SBT 調整方法のガイダンスと、提案された SBT の第三者による審査に関

する選択肢を示す。 

 

Call to Action キャンペーンの基準や推奨事項は、得た教訓を活かし、時間の経過とともに

少しずつ変化することがある。ユーザーは、SBTイニシアチブのウェブサイト xivから利用

可能な Call to Action キャンペーンの基準や推奨事項の最新一覧を参考にすることが推奨

される。 

 

本章での重要なポイント 

 

・SBTは、目標が正式に発表された日から、最短 5年、最長 15年をカバーするべきで

ある。また、企業は、長期的な目標（例えば、2050年までの目標）を策定すること

が奨励される。 

・企業の SBT のバウンダリは、GHG インベントリのバウンダリと一致するべきであ

る。 

・スコープ 1、2 からの排出削減量は、2℃未満を目標にした脱炭素化経路と一致する

べきである。 

・SBTは、全社的なスコープ 1、2排出量の少なくとも 95％をカバーするべきである。 

・企業は、SBT の設定や進捗を把握するために、一つの特定のスコープ 2 算定アプロ

ーチ（「ロケーション基準」あるいは「マーケット基準」）を使用するべきである。 

・スコープ 3の排出量が大きい（スコープ 1・2・3排出量合計の 40％超）企業の場合、

スコープ 3目標を設定すべきである。 

・スコープ 3目標は、通常、科学と整合する必要はないが、野心的で、測定可能である

べきで、現在あるベストプラクティスに則り、企業がどのようにバリューチェーン内

の GHG排出の主な排出源に対処していくかは、はっきりと示されるべきだ。 



37 

 

・スコープ 3 の目標バウンダリは、バリューチェーン排出量の大部分を含むべきであ

る。例えば、トップ 3 の排出源カテゴリあるいはスコープ 3 排出量合計の 3 分の 2

である。 

・スコープ 3 目標の特徴は、関連する排出源カテゴリ、及び企業がバリューチェーン

提携事業者に持つ影響だけでなく、そのような提携事業者から得られるデータの質

によって変化するだろう。 

・SBTは、重大な変更を反映するため定期的に更新されるべきである。さもなければ、

経時と共に、その妥当性や一貫性が損なわれるだろう。 

・オフセットや削減貢献量は、SBTにカウントされるべきではない。 

 

 

 

4.1 全スコープに当てはまる手順 

 

下記に示す様々な検討事項や段階が、3つの全てのスコープにわたって適用される。 

 

基準年の選択 

目標期間にわたって、排出量の目標達成度を意味あるものにし、一貫性を持って把握するた

めに、企業は基準年を設定することが求められる。 

 

基準年を選択するためには、二つの基準が重要である。基準年には、スコープ 1、2、3の検

証可能なデータが必要で、基準年は企業の GHG 状況を代表するものでなければならない。 

 

SBT イニシアチブは、対象とする基準年として、データが利用可能な直近の年を選ぶよう

推奨している。中には、個々の年が、代表する基準年とはならないこともある。そのような

場合、排出量の異常な変動をならした代表する基準年を設定するために、企業は連続した複

数年の GHG データを平均化できる。例えば、2009 年が変則的な年だった企業は、目標を

「2025 年までに、排出量を 2008～2010 年期の平均排出量よりも 40％削減」と設定でき

る。 

 

また、基準年は、企業がすでに達成している成果を含まない将来を考慮した目標が選ばれる

べきだ。企業はこれまでの進捗で信頼に値する一方で、発表される時までに目標がほぼ達成

されていたら、SBTの統合性は疑われるだろう。 

 

最後に、SBTの妥当性を継続して確保するために、基準年（及び SBT全体）の再設定が必

要となることがある。本件に関する詳しいガイダンスは第 4章 4項を参照。 
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目標年の選択 

気候変動の影響は、今後長期に及ぶだろう。長期的な SBTの設定（例えば、2040年あるい

は 2050年まで）は、気候変動に関連する長期的なリスクと機会の管理について計画するこ

とを促進する。これには、新たなサービスや市場の創出、GHG削減に貢献する大規模な設

備投資のニーズを含む。しかし、長期的な目標だけでは、多くの企業が定めた範囲と適合せ

ず、後から非効率的な設備を段階的に廃止するよう求められることもある。中期的な目標

（今後 5～15年の目標）は、排出削減の非効率性や機会を特定するために有益である。 

 

企業は、目標が正式に発表された日から、最短 5年、最長 15年をカバーする目標を定める

べきである。また、この期間を超えた長期的な目標を定め、5年間隔で中間的な節目を設け

ることが推奨される。中間目標は、SBT の設定に使用された排出シナリオと合致するべき

である。詳しいガイダンスは附属書 1を参照。 

 

企業は、SBTの設定手法が、直近の基準年となる可能性の高い年（2010年であることが多

い）と最も遠い目標年（2050 年であることが多い）では異なることを認識すべきである。

最も遠い目標年となりえる年が 2050 年以前の場合（CSO 手法の場合、2025 年）、企業は

これらの手法を用いて数学的に予測を延長するか、あるいは長期的な目標を策定するため

に他の手法を検討することもできる。 

 

企業例：短期及び長期目標を策定し、伝達する 

・ファイザーは、2℃の経路にとどまるために、2000年の排出水準から 2050年までに

排出量を 60％～80％削減する必要があると判断。そのために、2012年水準から 2020

年までに 20％削減する必要があった。2050年目標だけでは、目標期間が長く、不確

実なため、厳しいだろう。そこでファイザーは、短期目標（2020年）を使用するも

のの、2050年目標を達成する経路と整合していると、表明した。 

・ネスレは、2050 年目標に照準を合わせた 2020 年の目標をたてた。同社は短期的な

目標に大きな意味があり、2020年にまだ同社に在籍し、責任感を感じるだろう従業

員に当事者意識を芽生えさせるものと考えている。 

・マースは、2020年、2040年の二つの目標を掲げており、現在実施している効率化推

進活動を念頭に年間 3％削減に基準を合わせている。短期目標は大きな説明責任を生

むと考えているが、長期目標は、短期的戦略が、2020年以降の低炭素経路を逸脱す

るだろう投資や決定にとらわれないようにしている。 

 

 

スコープ 1、2、3の目標を同時に設定する 

SBTを設定する際、企業は 3つのスコープすべてを同時に検討するべきだ。特に、 

・企業は SBT のバウンダリと GHGインベントリのバウンダリを一致させるべきだ。ど
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の事業がインベントリに含まれるのかを決定する 3 つの異なるアプローチがある（経

営支配、財務支配、出資比率）。企業に特有の様々な検討事項に基づいて、企業は一つ

のアプローチを選択すべきであり、事業構造全体に一貫性をもってそのアプローチを

適用すべきである。GHGプロトコルコーポレートスタンダード(WRI&WBCSD 2004)

が詳しいガイダンスを提供している。 

・企業はすべてのスコープに対して、一つの目標を設定することがある（第 4 章 3 項も

参照）。このような場合、目標のスコープ 1、2の部分は、科学と整合していなければな

らない。 

・異なるスコープに個別の目標が設定された場合、企業は同じ基準年と目標年を使用する

べきである。共通の目標期間は、データの把握や目標に関するコミュニケーションを簡

単にするだろう。しかし、バリューチェーンのデータ入手が困難な場合は、異なる基準

年の使用が認められる。 

・あるスコープの範囲に入る排出量は、SBT 設定の目的のため、別のスコープに加えら

れるべきでない。例えば、企業の一次サプライヤー（ティア 1）からの排出量は、スコ

ープ 1の排出量に加えられるべきでない。 

 

オフセットの使用を除外する 

オフセットの使用は、SBT の達成に含まれるべきでない。そうではなく、企業は自身のバ

ウンダリあるいはバリューチェーン内の削減量を基に目標を設定するべきである。しかし、

オフセットは、SBT 枠を超えて、さらに排出削減量を調達したいと考えている企業にとっ

ては、選択肢として有用であることもある。 

 

SBTから削減貢献量を除外する 

削減貢献量は、企業のスコープ 1、2、3 のインベントリ外で発生し、推定するためのプロ

ジェクト算定における方法論を必要とする。どんな削減貢献量の推定量も、企業のスコープ

1、2、3 の排出量と分けて報告しなければならず、どんなスコープ 3 目標も、SBT にカウ

ントされるべきでない。 

 

子会社の対処法を決定する 

企業の関係が複合的（子会社、共同ベンチャー等）であれば、目標のバウンダリをどのよう

に引くか複雑になる。理想では、親会社が子会社の SBTを設定することが望ましい。しか

し、もし子会社に事業的及び経営的な独立性があれば、子会社が直接、目標を設定すること

は認められる。親会社と子会社の両社が SBTを設定した場合は、目標が重ならないよう慎

重にコミュニケーションされなければならない。 

 

タリス：子会社の目標を設定する 

グローバルに事業を展開する鉄道大手、タリスは、フランス国鉄(SNCF)、ベルギー国鉄
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(SNCB)、ドイツ鉄道によって設立された。一部 SNCFに保有されているものの、経営は

独立している。同社は、2008年の基準年から、2020年までにスコープ 1、2、3の GHG

排出量の人キロ当たり 41.4％を削減する SBT を設定している。SNCF も、SBT の設定

を宣言しており、タリスの土地に管理義務を有するものがあるため、タリスの目標 xv と

SNCFの追加的目標を区別しなければならない。 

 

4.2 スコープ 1、2の目標をモデル化する 

 

SBTは、スコープ 1、2の排出削減について科学と整合的に設定されなければならない。こ

れは目標のバウンダリにどの排出源を含むか、及びスコープ 2 の排出量をどのように構成

するか、という重要な段階の判断を含む。 

 

目標バウンダリの設定 

スコープ 1、2の SBTバウンダリを設定するための重要な検討事項 

・ どのスコープなのか？SBT は、スコープ全体が他のものと比べ、重要でないよう

に見えたとしても、常に企業のスコープ 1 及び 2 の全排出量をカバーするべきで

ある。これは、変化するエネルギー排出源のリスクと機会を確実にするためである。 

・ どの GHGなのか？GHGプロトコルコーポレートスタンダードに基づいて、イン

ベントリと目標バウンダリは、UNFCCC や京都議定書に含まれる 7 つの異なる

GHGあるいはGHG類の排出を含まなければならない。これは、二酸化炭素(CO2)、

メタン(CH4)、亜酸化窒素(N2O)、パーフルオロカーボン類(PFCs)、ハイドロフル

オロカーボン類(HFCs)、六フッ化硫黄(SF6)、三フッ化窒素(NF3)である。 

・ どの地域の事業か？SBT は、企業の GHG インベントリと同じ地域の事業をカバ

ーすることが望ましい。 

 

通常、企業はそのインベントリと目標からの除外について、スコープ 1 及び 2 の総排出の

5％までとするべきである。企業は、特定の事業活動及び排出源の除外の有無、及びその理

由について開示するべきである（第 6章を参照）。 

 

スコープ 2排出の構成 

スコープ 2目標の設定や目標達成度の把握には、いくつか特殊な検討事項が伴う。 

 

「ロケーション基準」手法を使用するべきか？それとも「マーケット基準」手法か？ 

再生可能エネルギーは、SBTの実現のため、企業戦略の不可欠な部分となるだろう。GHG

プロトコル・スコープ 2 ガイダンス(WRI&WBCSD, 2015)は、再生可能エネルギーやその

他の形態のエネルギーの購入から、スコープ 2 排出量を算出するための 2 つのアプローチ

を定義している。「ロケーション基準」のアプローチは、電力消費が発生するグリッド（電
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力網）の平均排出原単位を反映するよう設計されていて、主にグリッド平均の排出係数を使

う。対照的に、「マーケット基準」アプローチは、企業が目的を持って選んだ、差別化され

た電力メニューの排出影響を企業に反映させる意図がある（例えば、サプライヤーに特化し

た排出割合や電力購入契約）。 

 

企業は SBT設定の目的のため、基準年排出量を算定し、目標達成度を把握する際、一つの

アプローチの結果を選ぶべきである。また、企業がマーケット基準手法を選んだ場合、スコ

ープ 2品質基準 xviに準拠するすべての契約文書を評価することが望ましい。 

 

購入した熱や蒸気はどのように構成されるべきか？ 

購入した熱や蒸気からの排出量は、企業インベントリのスコープ 2 に含まれる。しかし、

SBT設定の目的のため、熱や蒸気に関連した排出を直接排出（すなわち、スコープ 1）であ

るかのように、モデル化するべきである。なぜなら、スコープ 2 排出に関する既存の SBT

手法は、購入した熱や蒸気を考慮に入れないからである。 

 

4.3 スコープ 3目標をモデル化する 

 

企業が目標を設定する時、初めはスコープ 1、2の排出量設定に重点的に取り組む。一般的

に、排出量により大きく影響するためである。しかし、スコープ 3排出量が多いことは多く

（図 4-1）、野心的なスコープ 3目標は、企業の GHG削減戦略に不可欠な要素となりうる。

それにより、目標達成度やリーダーシップを示し、サプライチェーンのリスクや機会を管理

し、ステークホルダーのニーズに対応することができる。 

 

SBT 戦略の一環として、スコープ 3 目標を設定する重要な手順として、野心的なスコープ

3目標を設定すべきか、もしそうであれば、どのスコープ 3のカテゴリが対象となるべきか

を評価するため、スコープ 3インベントリを作成することが含まれる。その後の段階には、

適切な目標の種類や当該カテゴリの目標の高さの特定が含まれる。 
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図 4-1. セクター別スコープ 1、2、3排出量の相対量 

 

注記：S&P500の会社の CDPデータを基にしたグラフ 

出所：CDP2013 

 

スコープ 3インベントリの実施 

スコープ 3インベントリは、排出が多い箇所、削減の機会、バリューチェーンの上流や下流

のリスク範囲を特定するために不可欠である。GHGプロトコルコーポレートバリューチェ
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ーン（スコープ 3）の算定及び報告基準(WRI&WBCSD, 2011)は、スコープ 3のインベント

リをどのように完成させるかについて、詳細なガイダンスを提供しており、上流と下流の排

出源を 15のカテゴリで定義している（Box 4-1を参照）。スコープ 3基準は、排出量あるい

はカテゴリに及ぼす影響のレベルといった基準に基づいて、企業にすべての関連カテゴリ

をインベントリに含むよう求めている（表 4-1）。通常、企業は、報告事業者が GHGの削減

に影響を及ぼす可能性を持つバリューチェーンの活動を優先するべきだが、スコープ 3 排

出総量に大きく寄与することが期待される活動はどんなものも除外すべきでない。詳細は、

スコープ 3基準の第 7章を参照。 

 

Box 4-1. スコープ 3カテゴリ 

スコープ 3上流の排出 

1. 購入した製品・サービス 

2. 資本財 

3. （スコープ 1、2に含まれない）燃料及びエネルギー関連活動 

4. 輸送、配送（上流） 

5. 事業から出る廃棄物 

6. 出張 

7. 雇用者の通勤 

8. リース資産（上流） 

 

スコープ 3下流の排出 

9. 輸送、配送（下流） 

10. 販売した製品の加工 

11. 販売した製品の使用 

12. 販売した製品の廃棄 

13. リース資産（下流） 

14. フランチャイズ 

15. 投資 

 

上記カテゴリの詳細な説明は、スコープ 3基準（WRI&WBCSD 2011）の第 5章を参照。 
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表 4-1.スコープ 3 インベントリに含まれる関連するスコープ 3 カテゴリを特定するための

基準 

基準 スコープ 3活動の説明 

規模 企業の予測されるスコープ 3の全排出量に大きく影響する 

影響 企業によって実施される、あるいは影響を及ぼす可能性がある

潜在的な排出削減量がある 

リスク 企業のリスクに影響する（例えば、財務、規制、サプライチェー

ン、製品及び顧客、訴訟、風評リスクといった気候変動に関連し

たリスク） 

ステークホルダー 重要なステークホルダーにとって不可欠と考えられている（例

えば、顧客、サプライヤー、従業員、投資家、市民社会） 

外部委託 以前は社内で行っていた外部委託された事業活動、あるいは報

告事業者のセクター内で、通常他社によって実施されている、報

告事業者によって外部委託された事業活動 

セクターガイダンス セクターに特化したガイダンスによって重要と特定されている 

その他 企業あるいはセクターによって策定された関連する追加基準に

よって重要と判断されている 

出典：GHGプロトコル・スコープ 3基準(WRI&WBCSD 2011)、表 6.1より 

 

最初にスクリーニングを行うことは、、包括的なスコープ 3インベントリの作成に向けた有

益な一歩となりえる。企業は、スコープ 3全体の相対量を理解し、より正確なデータが必要

とされる影響力の高いカテゴリを特定する。Box 4-2では、スクリーニングインベントリを

構築するために有益なツールであるスコープ 3算出ツールについて記述している。 

 

スコープ 3データの品質 

企業は、スコープ 3 排出源のデータの収集やデータ品質を確保する際、問題に直面するだ

ろう。排出源が、報告事業者の所有あるいは管理下にないからだ。このような問題は、以下

の点を含む。 

・バリューチェーン提携事業者にデータの提供を頼る 

・データ収集及び管理方法に関する影響力の度合いが少なくなる 

・データの種類、出所、データの品質に関する知識の度合いが低くなる 

・二次データのニーズが広まる（すなわち、ある企業のバリューチェーンに特定していない

データ） 

・想定やモデルのニーズが広まる 

 

通常、企業は技術、時間、地理の観点から、最も代表的なデータを選択することが望ましい。
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最もデータがそろっていて、信頼性の高いものである。企業は、GHGの削減に最も関連性

が高く、的を絞ったと思われるスコープ 3 の活動に対して、サプライヤーやその他バリュ

ーチェーン提携事業者から、品質の高い（「一次」）データを収集するべきだ。二次データは

認められるが、目標達成度を把握する企業の能力は制限される。従って、二次データは、あ

まり重要でないスコープ 3 のカテゴリに適合しやすい。スコープ 3 基準の第 7 章は、デー

タ品質の問題について、詳しいガイダンスを提供している。 

 

スコープ 3排出量が、スコープ 1、2、3の排出量全体の 40％を超えている場合、企業はス

コープ 3 排出量の相当の部分をカバーする野心的で定量的なスコープ 3 目標を定めるべき

である。ここからは、その推奨事項を詳述する。 

 

Box 4-2：スコープ 3算出ツール 

GHGプロトコルは、コンサルタント会社のクアンティスと連携し無料のスコープ 3スク

リーニングツールを開発した。ツールはユーザーに、組織の種類や規模に関わらず、全ス

コープ 3 インベントリの概算が把握できる簡易なインターフェイスを提供する。製品や

サービスの購入、燃料の使用、材料の輸送等といった組織構造や事業活動に関する一連の

質問を通して、ユーザーを導く。 

 

このような情報を、財務状況とプロセスのライフサイクルインベントリデータの組み合

わせと結びつけることで、このツールは、ユーザーに、スコープ 3 インベントリを提供

する。このインベントリは、より正確な排出量インベントリを作成するため、削減分野の

特定、一般に向けての報告、今後の取組みを知らせる基礎として使用される。企業は、全

てのスコープ 3 インベントリの大部分を占めるカテゴリの一次データを収集するべきで

ある。 

 

詳細情報は以下を参照。 

https://quantis-suite.com/Scope-3-Evaluator/resources/Quantis_Scope3_Evaluator_Checklist_20150325.xlsx 

 

どのスコープ 3カテゴリが目標バウンダリに含まれるべきかを特定する 

スコープ 3 インベントリを使用し、企業は、どのカテゴリがスコープ 3 の目標バウンダリ

に含まれるべきか、特定することができる。表 4-1の基準も、このアプローチに導くために

使用できる（例として Box 4-3を参照）。 

 

どのセクターでも、購入した製品・サービスや販売した製品の使用は、スコープ 3排出量の

大部分を占める（CDP 2016）。従って、このようなカテゴリは、多くの企業の目標に不可欠

となるだろう。しかし、異なるスコープ 3 カテゴリの相対的重要性はセクターごとに異な

る。スコープ 3カテゴリは、以下に列挙するセクターを含む特定業種の企業に、（排出規模
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という点で）重要となるだろう。 

 

・自動車：販売した製品の使用 

・化学製品：販売した製品の廃棄処理 

・消費材：購入した製品とサービス 

・電子機器：販売した製品の使用 

・食品加工：購入した製品とサービス 

・ガス供給と小売：販売した製品の使用 

・物流：輸送、配送（上流） 

・石油ガス：販売した製品の使用 xvii 

 

概して、スコープ 3 の目標バウンダリは、バリューチェーン排出量の大部分を含むことが

望ましい。（例えば、スコープ 3排出量トップ 3カテゴリあるいは全体の 3分の 2。） 
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Box 4-3: 関連するスコープ 3カテゴリの決定 

グローバル展開をするある化学ガス会社は、バリューチェーン全体のスクリーニングを実

施し、スコープ 3排出量がフットプリント全体のおよそ 50％に寄与していると知った。ス

コープ 3が全排出量の大きな一因となっていることを認識し、スコープ 3の 15のカテゴリ

のうち、どのカテゴリで最も排出量が多い

のか、調査した。3つのカテゴリが適用さ

れず、インベントリから除外された（カテ

ゴリ 10、13、14）。残りのカテゴリに対し

てインベントリを作成することで、企業

は、排出の大部分を占める 3つのカテゴリ

（上流の燃料とエネルギー、販売した製品

の使用、投資）について、目標を設定する

活動に注力することとなる。 

  

 

 

 

 

 

カテゴリ 

スコープ 3 

排出量 

(mmt CO2e) 

スコープ 3 
排出量の％ 

1.購入した製品・サービス 773,731 8% 

2.消費財 35,054 >1% 

3.燃料及びエネルギー関連活動（上流） 5,152,751 51% 

4.輸送、配送（上流） 125,000 1% 

5.事業から出る廃棄物 10,667 >>1% 

6.出張 41,526 >1% 

7.雇用者の通勤 39,742 >1% 

8.リース資産（上流） 32,170 >1% 

9.輸送、配送（下流） 221,217 2% 

11.販売した製品の使用 2,150,739 21% 

12.販売した製品の廃棄 116,379 1% 

15.投資 1,347,360 13% 

 

一つの目標か、複数の目標か 

企業は、カテゴリに特化した複数の目標をたてるか、あるいはスコープ 3 の全カテゴリに

関連する一つの目標を設定するか、選択できる。また、スコープ 1、2、3の全排出量に係る

一つの目標を設定することもできる。目標バウンダリのそれぞれのタイプには、メリットと

デメリットがある（表 4-2参照）。 
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表 4-2. スコープ 3排出量をカバーする異なる目標バウンダリのメリットとデメリット 

目標バウンダリ 実例 メリット デメリット 

スコープ 1、2、3 の

排出全体に対して一

つの目標 

 

・オートデスク：2020

年までに、2008 年水

準のスコープ 1,2,3排

出全量から 43％を削

減する 

・キャップジェミニ：

2030年までに、2014

年水準のスコープ

1,2,3 排出全量から

40％を削減する 

・ゼネラル・ミルズ：

2025年までに、2010

年を基準年とし、農地

から埋立地に至るス

コープ 1,2,3排出量か

ら 28％を削減 

・バリューチェーン

全体の排出量をより

包括的に管理する 

・最も費用対効果の

高い GHG 削減を達

成する箇所及び方法

に、より高い柔軟性を

提供する 

・ステークホルダー

にとってわかりやす

い 

・スコープ間で活動

を変える際、基準年の

再計算が不要（例、外

部委託） 

 

・各カテゴリの透明

性は高くない 

・異なるスコープに

同じ基準年が必要。ス

コープ 1,2 の基準年

がすでに設定されて

いる場合、難しくなる

ことがある 

 

スコープ 3 排出量全

体に対して一つの目

標 

 

・EDP：2030年まで

に、2015 年水準のス

コープ 3 排出総量か

ら 25％を削減する 

・ケロッグ：2025 年

までに、2013 年水準

のバリューチェーン

排出総量から 20％を

削減する 

 

・（選別されたカテゴ

リの個別目標と比較

すると）スコープ 3全

カテゴリの GHG 削

減手法に関して柔軟

性があり、より包括的

に GHGを管理する 

・ステークホルダー

にとって比較的わか

りやすい 

・各カテゴリの透明

性は高くない 

・スコープ間で活動

を変える際、基準年の

再計算が必要となる

ことがある（例、外部

委託） 

 

スコープ 3 の各カテ

ゴリに対して個別の

目標 

 

・デル：2020 年まで

に、2011 年水準の製

品ポートフォリオの

エネルギー原単位を

80％削減する 

・パナルピナ：2025

年までに、2013 年水

準のスコープ 3 の外

・異なる状況に基づ

き、異なるカテゴリに

対する目標のカスタ

マイズができる 

・各カテゴリの透明

性が高くなる 

・進捗の把握に追加

的指標を提供する 

・ステークホルダー

にとって複雑でわか

りにくい 

・外部委託あるいは

内製化の際に、基準年

の再計算が必要とな

ることがある 

・排出総量あるいは
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注した輸送及び出張

カテゴリから、排出量

を 15％削減する 

・これ以外の例は以

下を参照 

 

・新たなカテゴリを

インベントリに追加

する際、基準年の再計

算が不要 

・具体的な活動の目

標達成度が把握しや

すい 

他のカテゴリからの

排出原単位が増える

ことがある（当該のカ

テゴリも独自の目標

を持たない限り） 

 

 

適切な手法と目標の高さを特定する 

企業のスコープ 3目標は、現在のベストプラクティスに則り、バリューチェーン内の GHG

の主要な排出源に対応しているとはっきり示すべきである。スコープ 3 目標は、通常科学

と整合する必要はないが、野心的でなければならない。現行の SBT手法は、スコープ 3の

目標設定に使用できる一方で、排出削減以外の目標も、排出削減のメリットが定量的に示さ

れる限り、具体的なスコープ 3カテゴリ向けに設定することができる。 

 

スコープ 3目標の全体の優先順位 

表 4-3 は、スコープ 3 目標の異なる一般的な層のメリット、デメリットを示している。通

常、割合に基づく削減目標は、排出削減以外の目標よりも優先される。排出削減以外の目標

は、企業が割合に基づく削減目標の設定のために必要となる排出量データを入手できない

場合にのみ、設定されるべきである。仮に目標がある一定の削減割合あるいはサプライヤー

数と関連して設定された場合、その取組みは、定量化できる排出削減を推奨しなければなら

ない（以下の議論を参照）。 
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表 4-3. 様々な種類のスコープ 3目標 

目標 例 メリット デメリット 

割合に基づく排出削減目

標 

 

（可能なら 2℃経路と一

致している）削減割合に

基づく排出総量目標、あ

るいはSDAに基づく原単

位目標 

スイスコム：2020 年まで

に2013年水準のスコープ

3排出量を 18％削減する 

 

排出総量あるいは排出原

単位の変化の方向性が明

確である 

 

目標の高さが企業間で比

較しやすい 

企業がほとんど影響力を

持たないスコープ 3 排出

源に対して設定すること

は難しい 

 

その他、排出総量の大幅

な削減を目指した、割合

に基づく排出原単位目標 

 

排出削減以外の目標 

 

排出総量あるいは排出原

単位で表される目標達成

度に基づく目標 

 

AMD：2020 年までに、

2014 年水準のモバイル向

けAPUプロセッサーの消

費電力ワット当たりの計

算能力を 2500％改良する 

バリューチェーン提携事

業者からの排出データは

不要 

 

排出総量の変化の方向性

が明確でない 

 

サプライヤーあるいは顧

客の行動に影響を及ぼす

目標 

ロレアル：2020年までに、

直接消費の 80％にあたる

サプライヤーは、CDP を

通して削減目標を設定し、

活動を報告する 

 

コルゲート・パーモリー

ブ：世界中の消費者の水保

企業がバリューチェーン

提携事業者間で、より具

体的な削減機会の方策を

特定していない場合、有

効なこともある 

 

同じサプライヤーの他の

顧客が恩恵を受ける削減

排出量の大部分がティア

2 サプライヤーあるいは

それ以降から発生してい

る場合、購入した製品や

サービスから排出量の大

幅な削減を進める際、効

果的でないことがある 
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全意識を 100％まで高め

る 

 

行動につながることがあ

る 

 

最良の削減策がサプライ

ヤーに削減を依頼するこ

となど、間接消費が多く

を占めている企業の場

合、有効（協働して取り組

む程、企業が消費してい

ないため） 

バリューチェーン間での

協働は促進されないかも

しれない 

 

 

注記：ここで言及している企業の中は、1種類以上のスコープ 3目標を設定している企業もあるが、この表では触れていない。
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スコープ 3の主要カテゴリに推奨された目標タイプを以下に示す。 

 

スコープ 3に既存の SBT手法を用いる 

二つの手法（総量削減及び SDA）が、削減割合に基づく排出削減量の目標設定に使用でき

る。経済に基づくアプローチは、それが排出総量の野心的な削減にむすびつかない限り、推

奨されない。 

 

SDA は、販売された製品の使用に対するスコープ 3 目標を設定するために、自動車メーカ

ーが使用するべきものである。そうでなければ、(1)当該企業から除外されたサプライヤー

の GHG 排出量と比べて、ティア 1 サプライヤーの GHG 削減量が大きい時、及び(2)スコ

ープ 1、2 のデータがティア 1 サプライヤーから入手できる時にのみ、SDA はスコープ 3

目標設定に用いられるべきである。このような理由から、SDA は、建物（リース資産やフ

ランチャイズ）、上流あるいは下流の輸送・配送に最も適切である。 

 

SDA を使用する際のデメリットとしては、企業のスコープ 3 目標全体がどれほど広範囲か

によって、いくつかのカテゴリで削減量を把握する選択肢を狭めてしまうことである。例え

ば、ある建設会社は、SDA の鉄鋼の経路を使って、購入した鉄鋼の原単位目標を設定でき

る。この経路では、材料を、より GHGを削減した鉄鋼代替品に変えることを認めないため、

この企業は購入した鉄鋼の GHG原単位を減少させることでしか目標を達成できない。この

問題は、購入した製品・サービスの全てに対して目標を設定することで回避できる。 

 

購入した製品・サービスに目標を設定する（カテゴリ 1） 

上記で述べた通り、削減割合に基づく排出量目標が望ましい。企業は、予想される排出削減

のメリットが定量的に明示される限り、購入した製品・サービスに対して、その他様々な目

標（表 4-4）を設定してもよい。このような目標は、例えば、トップサプライヤーが自身の

目標を設定し、その進捗を報告してもらう（「トップサプライヤー・コミットメント」）よう

にしたり、GHG排出量の高い材料の使用を避けたり、再生可能な材料の使用を増やしたり

することと関連することもある。 

 

トップサプライヤー・コミットメントは、カテゴリ 1排出量の大部分が、二次サプライヤー

（ティア 2）あるいは報告事業者から除外されたティア 2以降のサプライヤーから発生して

いる時は推奨されない。トップサプライヤーは、消費あるいは排出量の影響に基づいて特定

することができる。トップサプライヤー・コミットメントは、業務リスクといった様々な要

因に基づいてすでに企業が特定した「重要なサプライヤー」あるいは「戦略的なサプライヤ

ー」などに重点を置くことがある。支出データや重要なサプライヤーのリストは、サプライ

ヤーに対する影響力の代理として確実に機能する時に有利である。しかし、支出が最も多い
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サプライヤーが必ずしも、GHGの最大排出事業者ではないため、企業は、支出あるいは重

要なサプライヤーを基にした目標が、確実にカテゴリ 1 の排出量の大部分をカバーするよ

うにすべきである。理想として、トップサプライヤー・コミットメントは、サプライヤーの

SBT設定を重視するべきである。 

 

企業は、セクターの平均値に対する目標達成度を基準とする目標を定めるべきではない。そ

のような目標は、排出量の目標達成度の変化について、明確でないからである。それは、セ

クターの目標達成度の変化と共に変わることもあり、目標達成度の長期的な変化をたどる

能力を下げてしまう。 

 

表 4-4. 購入された製品・サービスに対して推奨される排出削減以外の目標タイプ 

排出削減以外の目標タイプ 例 条件 

全般的な排出に関するコミ

ットメント 

 

全製品/サービスに、すでに

SBT を設定あるいは削減の

取組みを導入しているサプ

ライヤーから調達 

サプライヤーは、活動の定

量的な GHGの利点を毎年、

報告しなければならない 

 

GHG 排出の高い材料の使

用中止あるいは削減 

 

プロクター＆ギャンブル：

パーム油のサプライチェー

ンで森林伐採をなくす 

 

・材料は、購入した製品・サ

ービスの全排出量に大幅に

寄与しなければならない 

・排出削減のメリットが定

量的に明示可能 

セクターのベストプラクテ

ィスを採択 

 

農作物の全サプライヤー

は、肥料散布率を減らし、ス

ローリリース肥料あるいは

硝化抑制剤を使用 

排出削減のメリットが、定

量的に明示可能 

 

再利用可能材料の使用増加 

 

2022年までに、2015年水準

の包装材リサイクル容量を

80％まで上げる 

トップサプライヤー・コミ

ットメント 

主要サプライヤーの 80％

（カテゴリ 1 排出量の

80％）が 2025年までに SBT

を設定する 

 

・サプライヤーに SBTの設

定を約束させることが望ま

しい 

・トップサプライヤーは、排

出の影響力、支出あるいは

「重要なサプライヤー」基

準に基づいて特定。支出あ

るいは重要なサプライヤー
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基準に基づく目標は、カテ

ゴリ 1 排出量の大部分をカ

バーするべきである 

・サプライヤーは、年次進捗

を報告するべきである 

産業指標と比較し、排出量

を削減 

購入済製品の製造の排出量

原単位は、業種平均値を

30％下回る数値となるだろ

う 

この種の目標は、不明確で

経時で変化するため、使用

しないこと 

 

販売した製品の使用に対して目標を設定する（カテゴリ 11） 

家電の電気使用、空調機器の冷媒排出など、製品の直接使用段階の排出がある。また、温水

で衣服を洗濯する時や食物の調理時など、間接使用段階の排出もある。GHGプロトコル・

スコープ 3 基準の下で、直接使用段階の排出は、スコープ 3 インベントリとして報告しな

ければならないが、間接使用段階排出の報告は任意である。 

 

企業は、直接使用段階の排出に定量的な目標を設定すべきである。その目標は、排出量（総

量または原単位ベース）あるいは目標達成度に基づいているべきである。例えば、デルは、

2011 年を基準年として、2020 年までに製品ポートフォリオのエネルギー原単位を 80％削

減するとした。 

 

ライフサイクル全体に関わる目標が、代替方法として設定されることもあり、製品のライフ

サイクルで、トレードオフが特定されるか、トレードオフが発生する見込みが高くなった場

合には、この目標が好まれる（例えば、エネルギー効率のいい製品は、悪い製品と比較し、

生産段階で排出量が高くなる可能性がある）。 

 

間接使用段階の排出に関する目標は任意で、顧客の行動に影響を及ぼす程度に設定が可能

である。例えば、コルゲート・パーモリーブは、世界の消費者の持つ水保全意識を 100％ま

で高めることを掲げている。 

 

上流あるいは下流の輸送・配送に対して目標を設定する（カテゴリ 4・9） 

割合に基づいた排出削減目標（総量あるいは原単位）が好ましい。例えば、 

・インターナショナル・ポスト・コーポレーションは、2013年を基準として、2025年まで

に書簡及び小包毎の郵送時の排出量を 20％削減する目標を定めている。 

  

具体的な取組みに関する目標（例、モードあるいは燃料の変更や物流管理）は、目標を補う
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ために使用できるが、異なる排出源と排出量のトレードオフの可能性があるため、最重要目

標とするべきではない。例えば、ガソリン/ディーゼル車から天然ガス自動車に切り替える

ことで、上流の化石燃料製造の排出量増につながることもある。 

 

4.4 継続した妥当性を確保するため目標を適合させる 

 

時間の経過とともに目標達成度を、一貫性を持って把握するために、企業は、必要に応じて

大きな変更を反映し、SBT を再設定するべきである。そうしなければ、目標の妥当性を損

なってしまうだろう。以下の対象に大きな xviii変更があると、再設定されるべきだ。 

 ・企業構造（例：買収、子会社の売却、合併、内部委託、外部委託） 

・基準年のインベントリを計算する方法論（例：改善した排出要因あるいは活動データ） 

 ・目標を算出する方法論（例：排出シナリオ、成長予測、その他の前提） 

 ・再設定は、重大なエラーを発見するためにも行われるべきである 

 

特に、企業が目標を推定するために使用した成長の仮定を更新したり、最新の気候科学を反

映したりするために、長期的な目標の再設定が求められることがある。例えば、IPCCやそ

の他科学団体から利用可能な最新の排出シナリオが公表されると、調整のために目標は再

設定される。 

 

再設定は、根本的な成長や業績不振によって行われるべきではない。これらは「生産量の増

減、取扱い製品の変化、当該企業が所有あるいは管理している事業所の閉鎖や開店」として

定義される。(WRI&WBCSD 2011, 106) 

 

通常、企業は目標を毎年確認し、少なくとも 5年毎に見直すべきである。目標の推計が変わ

る時は、短期目標の更新期限がくる際に、短期目標は変えず、長期目標の軌道を再調整する

ことが望ましい。 

 

4.5 第三者のレビューを確保する 

 

SBTを確実にする対象基準はないものの、排出インベントリ自体は検証されるべきである。

加えて、企業は、目標を設定するために使用したプロセスやデータについて、第三者から審

査を受け、目標が本マニュアルの推奨事項や選択した SBT手法に合致することを確実にで

きる。目標を検証する一つの選択肢としては、SBT イニシアチブの Call to Action キャン

ペーンを通すことである。これは企業目標の品質を技術的に確認し、調整するためのプロセ

スを提供している。企業は、そのような第三者審査について、パブリックコミュニケーショ

ンの場で言及できる。  
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5. SBTのための社内体制を構築する 

  

SBT は、多くの企業に目標を設定する新たな手法を示し、従来の目標設定のアプローチよ

りもさらに意欲的な目標を生み出すことが多い。したがって、事業者や経営幹部層から信頼

を得るには、周到に準備された理由を必要とする。本章では、ステークホルダーが目標設定

プロセスの全ての段階を通してどのように参画するか、そうした中でも、問題や反対が予測

される事柄にどのように道筋をつけていくか、その方法を模索する。 

 

本章での重要なポイント 

  ・SBT 設定を担当する職員は、目標設定のプロセスの間、目標を適合させ、実現可

能性を評価し、実践的な実施計画を共同して作成するために、企業のあらゆる部署・

部門と緊密に連携することが望ましい。 

  ・担当職員は、頻繁に社内で反対意見が起こるような問題を予測し、標準化された対

応を策定するべきである。 

・スコープ 3目標のために、賛同を増やし、実行を可能にするため、企業は目標設定

のプロセスで、サプライヤーと連携して取組み、支援するべきである。 

 

5.1 企業のあらゆる部署・部門を参画させる 

 

SBT を策定するプロセスにおいて、サステナビリティチームは目標の開発、設定、公表、

最終的に目標を達成するための情報源にアクセスするため、経営陣や事業部門長から支援

を得なければならない。 

 

社内の体制を確立するための有用な戦略には以下を含む。 

1. 事業部門と緊密に連携し、目標を草の根レベルで広める。 

・各部門に、目標の達成に向け実行可能なことを提案するように依頼し、一部署にすべて

の責任を押し付けない。 

・必要とされる削減を行うため事業所からコミットメントを得て、ボトムアップ分析を通

して、目標がどのように達成されるかを明示する。まだ SBT を要求していなければ、

これによって上層部から承認を得やすくなる。 

・影響力のある部門に社内での推進者（サステナビリティチームではないが、目標を支援

してくれる人）を見つける。 

2. 事業部門にあまり制御できない目標を与えない。やる気を削ぐこととなる。 

3. 複数の国で事業を展開している場合、削減の機会を割り出すために、国の事業に携わる

ことができる国レベルの推進者を設けることを検討する。 
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4. リスク軽減に関する点を含んでいたり、可能であれば利益を示したりといったよいビジ

ネスケースを作成する。 

 ・SBTによって企業が、どれほど節約できるかを示す。 

 ・短期及び長期の回収期間と合わせて、バランスのとれたプロジェクトポートフォリオを

作成する。 

 ・SBT がどのように中核となる事業戦略に寄与するか、目標がどのようにリスクの軽減

に役立つかを示す。 

・施設のエネルギー効率の測定といった小さなプロジェクトが全体的な目標にもたらす

貢献度を軽視しない。そのような貢献度は、合計すると大きなものとなる。 

5. 目標の達成のため、事業部門が遂行しやすく、望ましいビジネスケースを作成する。 

 ・分析を行う際、事業部門を支援し、部門が実際に実行できるような現実的な案を提示す

る。 

 ・事業部門が実施した排出削減プロジェクトで蓄えた資金を、部門が保てるようにする。 

 ・緊迫感と集団的な当事者意識を生むために、短期的な中間目標を設定する。 

6. 社外の支援を得る。 

 ・必要であれば、SBTの背景となる科学を理解し、SBT設定の際、ガイダンスを提供で

きるNGOあるいはコンサル会社と連携する。 

 ・利用可能な選択肢をより理解するため、政府、サプライヤー、顧客、その他ステークホ

ルダーと協働する。 

 ・スコープ 3に関して、バリューチェーン提携事業者に、排出削減のための目標及び一般

的なベストプラクティスについて時間を割いて説明する（トップサプライヤー・コミッ

トメントが設定されていた場合、このような削減の算定や報告のベストプラクティス

を説明）。 

 

企業例：ランド・セキュリティーズ 

「よくニュースで報道される気候変動のマクロ的問題と SBTの具体的な詳細をどのよう

に結びつけるかということは、また違った問題でした。こういった意味で、社内の話合い

やワークショップは本当に重要です。私たちはサステナビリティチームから始め、その後

このような問題に関心があると思われる上層部（「アーリーアダプターズ」）を通して、説

得が必要な経営陣に移行していきました。すでに他者が参画していること、また科学が目

標をどのように後押しし、世界の状況につながるかを示せることによって、役員からの承

認はずいぶん得やすくなりました。私たちは、人に力を与え、意欲的な目標をより受け入

れられやすくする力強いメッセージを持っています。」 

（ランド・セキュリティーズ エネルギー部門長、トム・ビルネ氏） 

 

企業例：ファイザー 
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「多様な地域の大きなネットワークにおいて、我々のグローバル・エンジニアリンググル

ープは、職員がエネルギー効率や再生可能エネルギーの価値を理解し、GHG削減の要請

を負担として認識するよりも、機会の模索としての権利を得たように感じるよう努めて

取り組んできました。気候変動が地球に与える潜在的な影響を他部門の職員が理解し、だ

からこそ行動する必要があるとはっきり認識するために、コミュニケーションは重要な

要素でした。経営執行部に短期目標（2020年）と長期ビジョン（2050年）を承認しても

らったことで、我々のチームは賛同を得やすくなりました。」xix 

（ファイザー シニアコーポレートコンサルタント兼環境サステナビリティアドバイザ

ー、サリー・フィスク氏） 

 

目標を定義し、承認を得ることは、必ずしも直線的なプロセスとは限らず、目標が承認され

るまでは、何度もフィードバックを受け、上層部や事業部門との一進一退の作業が発生する

こともある。支援を得るための信頼を確立するためには、以下の点が重要である。 

 

訴えかける対象者を知る 

サステナビリティ関連の業務をしていない職員は、通常、気候科学の背景知識を持ち合わせ

ていないが、気候変動やサステナビリティの概念はよく知っていることもある。SBT のビ

ジネスケースを作成するために正しい出発点を見つけることは、このような人を参画させ

るために重要なことだろう。IPCCの調査結果や企業が科学と整合した排出削減をする必要

性をきちんと説明する必要がある場合もあれば、すぐに目標の議論自体を始められる組織

もあるだろう。SBTイニシアチブは、SBTを伝えるために役立つ資料を提供している。 

 

ビジネスケースはデータに基づき作成するが、対人スキルの重要性を過小評価してはなら

ない 

サステナビリティの専門家による昨今の調査で、サステナビリティを推進する最も重要な

要素は対人スキルであることがわかった。SBT の達成には、社内の複数の部門との協力が

必要なので、関係を築き、この取組みを支援するネットワークの構築が重要となる。 

 

また同様に重要なことは、データと合わせてビジネスケースを作成する能力だ。SBT アプ

ローチは比較的新しいものだが、企業に意欲的な GHG目標を設定するメリットを提供する

証拠は多くある（第 2 章を参照）。GHG 排出削減によって定量できるメリットには、経費

削減、エネルギー節約、収益の改善が含まれる。SBT 設定のその他重要なメリットは、議

論に持ち込まれることが望ましい。イノベーションの推進、信頼や評判の向上、リーダーシ

ップの発揮等が挙げられる。 

 

ビジネス用語で目標を伝達する 
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気候やサステナビリティの専門用語よりも、リスク、機会、収益、評判といった言葉で目標

を構成することで、企業の意思決定者は共鳴するだろう。目標の設定・達成に向け、意思決

定者を参画させることは重要である一方、目標は、ビジネス用語を使って組織のすべての職

員に、きちんと伝達されるべきである。 

 

早い段階で全職員を関わらせる 

社内で訴える対象は、設備操作から調達に至るまで会社のほぼ全部門を含む。特に、上層部、

「グリーンチーム」の職員、コミュニケーション部門、多くの排出削減活動に直接関わる部

門は、目標を認知していることが望ましい。また、GHG排出削減の活動・プロジェクトの

担当チームが、目標が発表された後、単に認識しているというだけでなく、自分たちに関わ

る部分の目標の実現可能性を検証する役割を担うことは大切である。職員の意識向上に投

資すると、会社で支持的風土が生まれ、目標設定活動に直接携わらない職員も感化され、

GHG排出削減の新たな革新的解決策の創出につながることもある。 

 

目標を達成する重要性が、職員に早く効果的に伝達されればされるほど、企業は目標への取

組みに対する賛同を得やすくなる。職員のオリエンテーションやトレーニング/ハンドブッ

クに目標を記述し、それに向かって取り組むための一体化した手法を検討するべきだ。また

定期的な発表や全社/部門会議も、進捗を伝達するための手段ともなる。同様に、企業のニ

ュースレター、ブログ、ソーシャルメディアといった書記媒体は、達成度や改善分野を訴え

る良い場となる。 

 

5.2 問題や反対に対処する 

 

企業の複数の部門、排出源、予算に影響を及ぼすコミットメントである SBTが承認される

まで、上層部はいくつか重要な疑問を投げかける可能性がある。 

 

・もし私たちの目標が、今後の成長率、市場占有率の変化、事業戦略のその他の側面につな

がっていたら、何を公表する必要がありますか？守秘義務を懸念する必要がありますか？ 

セクターに特化した手法あるいは経済原単位アプローチを使用して設定した原単位目標は、

通常、市場占有率、生産成長予測、財務成長率、GDP への貢献度といった指標と関連して

いる。しかし、必ずしも目標を決定する際に使用した想定を公開する必要はなく、SBT を

発表するとはいえ、慎重に扱うべき情報はすべて機密情報とすることができる。 

 

・私たちの一次目標は、5年後です。どのようにして達成したらいいでしょうか？ 

予想される再生可能エネルギーの購入、製品設計あるいはサプライヤーの変更計画、新たな

技術の採用、取扱い製品の計画変更を始め、複数のプロジェクトの排出削減をまとめ合わせ



60 

 

ることで、短期的目標は正当性を立証できる。多くの企業が、どのプロジェクトが実行可能

かを決定するために、IRR(内部収益率)、ROI（投資利益率）、回収期間といった代表的な事

業指標を使用する。このような測定方法と予測される GHGの節約分を合わせると、削減目

標を達成可能なものにするプロジェクトポートフォリオを組み立てられる。プロジェクト

のこのグループは、目標設定パッケージの一部として、明示できる。 

 

代わりに、科学と整合した目標を設定し、その後、その目標をプロジェクト作成や、改革を

促進する動機付けとする企業もある。これは体系的なアプローチとは言えないものの、この

方法で成功する企業もある。 

 

・掲げた目標に到達しなかった場合、どうなるのでしょうか？ 

SBT の達成計画は慎重に熟考されなければならないものの、中には予想外の出来事によっ

て目標（あるいは中間目標）に届かない企業もある。例えば、予測よりも強い組織の成長あ

るいは業績不振によって、再生可能エネルギープロジェクトの開始に影響が出る、といった

ことが含まれる。こういった場合、それまでに達成した成果や未達の削減量との差を含め、

状況を隠すことなく伝えることで、企業はステークホルダーの信頼を保てる。推進計画や、

目標との差にどのように取り組むかを説明することも同様に重要である。 

 

その他の伝達方法や報告に関する問題は、第 6章に詳述。 
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6. 目標と進捗を伝達する 

 

SBT を効果的に伝達することにより、社内の経営判断が導かれ、従業員から賛同を得、企

業の評判が向上する。さらに、ビジネスコミュニティや政策立案者にも、前向きなメッセー

ジを送ることとなる。一度目標が設定されると、それを十分に、簡潔にかつはっきりと伝達

することは、ステークホルダーに対して目標を正確に伝え、信頼を構築するために重要であ

る。 

 

本章では、訴えかける対象の定義、SBT 関連情報を開示する場所の決定、どの情報を開示

するかの判断を始め、SBTや目標達成度の進捗を伝達する際に重要な段階を記述する。 

 

本章での重要ポイント 

・ 企業は SBT の定量的及び定性的側面を開示するため、GHG プロトコルの算定及

び報告の原則に従うべきである。そうすることで、訴えかけた対象は、SBT の内

容、関連事項、ニュアンスをよく理解することができる。 

・ 企業は目標を目指す中で、年次進捗を報告するべきである。 

・ SBT は、専門用語を避け、理解されやすい用語を用い、ダイアグラムや画像情報

などわかりやすい方法で伝えられるべきである。 

 

重要な伝達段階は以下を含む。 

 

6.1 訴えかける対象を定義する 

 

まず SBTの何をどのように伝達するかを決定する前に、最初に訴えかける対象を定義する

ことが重要である。顧客、サプライヤー、競合他社、事業提携者、投資家はみな、企業の GHG

排出削減の取組みに、関心を持っているかもしれない。企業は、まず外部当事者の関心を特

定し、その当事者に関連する目標設定の側面を強調することが望ましい。また、目標設定に

使用した情報の中には社外秘とされているもの（例えば、プロジェクト活動データ）があり、

伝達内容は、取扱いに注意を要する情報を守るため、調整される必要があることに留意する

ことが重要である。しかし、だからといって企業が訴えかける外部の対象に対して、効果的

に SBTを伝達することを阻まれてはならない。対象が誰であろうと、SBTはわかりやすい

用語で伝達されるべきである（Box 1参照）。 

 

Box 1：わかりやすい用語で SBTを伝達する 

訴えかける対象が技術に詳しくても、SBT を伝達する際、企業は詳細をきちんと含める



62 

 

だけでなく、専門用語がなく、一般の人にもわかりやすい方法で情報を提供するべきであ

る。 

 

例えば、専門外の人にとって、付加価値当たりの原単位測定基準 mtCO2e は混乱するも

のであり、意味がないだろう。排出総量または原単位基準は、用語集か伝達する文章の中

で定義されるべきである。「この削減量は、年間 4,000人が乗用車を利用しないことに匹

敵する」といった「実生活」での例や比較を使用すると、社内外の訴えかける対象が、進

捗を理解するのに役立つ。米国環境保護庁の Greenhouse Gas Equivalencies Calculator 

(GHG 相当算定ツール)xx は、排出量が、乗用車、発電所、家庭でのエネルギー消費とい

った実生活の排出源ではどれくらいに等しいのかを示す有益なツールである。 

 

専門知識を持つグループにとっても、明瞭であることはプラスになる。例えば、「付加価

値」という用語（原単位指標の基準として使用される）は、地域の会計用語によって、粗

利益、または営業利益、またはすべての人件費を差し引いた EBITDA、または購入した

製品及びサービスにかかる経費を差し引いた収益と定義されることがある。気候科学や

金融の専門用語の使用を避けることで、明瞭さを提供し、混乱を低減できる。例として、

「直接排出」がスコープ 1 排出の代わりに使用される、あるいは隣に明記されることが

ある。 

 

簡略化された一般向けの SBTの説明が、確実に科学的根拠を反映し続け、不確かな情報

を伝えないようにするためには課題が伴う。このため、SBT イニシアチブは、専門外の

人に伝達する場合も、目標の詳しい技術的説明を参照できるようにするリンクや脚注の

使用を推奨している。 

 

表 B1-1. 技術専門用語を平易にした用語 

技術用語 一般的な用語 

スコープ 1排出 直接排出 

スコープ 2排出 購入した熱及び電気からの排出 

スコープ 3排出 バリューチェーンの排出 

SBT 気候科学に裏付けられた排出量目標 
 

 

6.2 開示する場所を決定する 

 

SBT の設定により、企業はリーダーとして差別化が図れるため、企業のサステナビリティ

のウェブサイトといった簡単に見つけられる場所で目標を開示することが、企業の関心事

となる。企業の報告書（例：サステナビリティレポート、CSR レポート、年次報告書、戦
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略計画）はまた、定期的に進捗を報告し、この情報を企業の他の活動と統合する良いプラッ

トフォームである。 

 

The Global Reporting Initiative (GRI)xxiは、環境、社会、経済の目標達成度及び影響を報

告する際、広く使用されている枠組を提供している。SBT 及び排出削減の取組みは、GRI

レポートに含まれるものの、ウェブサイトあるいは企業報告書と同じくらい、注目されるこ

とはないかもしれない。 

 

CDPの Climate Change Questionnaire（気候変動質問書） xxiiもまた、外部の訴えかける

対象者向けのよく知られた公共のリソースである。CDP は、投資家、購入者、政府に気候

に関するリーダーシップを開示するためのプラットフォームを定めており、SBTをNAZCA

というプラットフォーム xxiiiに提供している。NAZCA プラットフォームは、UNFCCC の

活動課題の一環として、企業を含め「非国家主体」が掲げた重大なコミットメントを把握す

るものである。 

 

6.3 基本的な報告の原則に従う 

 

訴えかける対象が目標の内容、含意、ニュアンスをよく理解できるよう、目標に関連するあ

らゆる側面を開示することは必須である。GHG プロトコルコーポレートスタンダード

（WRI&WBCSD 2004）は、企業の GHG インベントリ開発の指針となる 5 つの包括的原

則を定義している。同じ原則が、目標と進捗の報告を記述するために使用されるべきである。 

 

・ 目的適合性：事業者の GHG排出量を適切に反映し、かつ事業者内外の排出量情報利用

者の意思決定ニーズに役立つような目的を設定すること。 

・ 完全性：選定したインベントリ境界の範囲内に含まれるすべての GHG排出源と活動か

らの排出量を算入して報告すること。除外した排出源や活動があれば、開示してその理

由を示すこと。 

・ 一貫性：排出量の意味ある経時比較を可能にするために一貫した方法を用いること。時

間の経過において、データ、インベントリ境界、方法またはその他の関連要素に変更が

あった場合は、それについて明確に言及すること。 

・ 透明性：すべての関連事項について監査証跡を明確に残せるよう、客観的かつ首尾一貫

した形で開示すること。用いた仮定を開示し、使用した算定・計算の方法論や情報源の

出典を明らかにすること。 

・ 正確性：GHG排出量の算定結果が、推定できる限りの実際の排出量を過大または過小

に評価することのないように体系的になされ、また、それに伴う不確実性を可能な限り

最小化するよう努めること。情報利用者が報告された情報をもとに意思決定を行うの
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に合理的に十分な正確性を保証すること。 

 

目標の記述、進捗の報告のための具体的な推奨事項を以下に列挙する。 

 

6.4 目標を記述する 

 

SBT の説明には、境界や目標の高さに関する技術的な情報だけでなく、目標を設定するた

めに用いた前提や手法も含めることが望ましい。また企業は、目標に関する定性的、文脈情

報を含めて記述することもある。 

 

SBTに関する技術的情報 

企業は最低限以下の情報は説明するべきである。 

・ 基準年と目標年（日程表あるいは年度を明記） 

・ 目標に含まれる排出範囲と含まれない範囲（例：スコープ 3 排出量は全排出量の大部

分を占めないため、除外される）やどちらの範囲も含む将来的計画 

・ 企業の全排出量のうち、目標がカバーする割合 

・ 目標が排出総量あるいは原単位ベースで測量されるか 

 ○原単位目標の場合：測定基準の説明 

 ○排出総量と原単位ベースの各々に、原単位目標を示すことがベスト 

・ 最終目標及び中間目標の各々の削減割合 

・ 排出シナリオ、配分アプローチ、目標設定のために用いられた手法 

・ 中間目標の設定時に使用された目標経路。すなわち、年単位の削減量の組み合わせによ

る削減または、直線的削減または、ピークと減少の経路（詳しい情報は附属書 1 を参

照）。 

・ 基準年のスコープ 2排出量の算定及び SBTに対する目標達成度を把握するために、ロ

ケーション基準のアプローチを用いるのか、マーケット基準のアプローチを用いるの

か 

・ その手法に必要とされるその他情報（商業的に、機密事項でないと想定されるデータ） 

・ GHGプロトコルコーポレートスタンダードの報告要件に則った企業の年間GHGイン

ベントリへのリンク 

 

企業はまた、削減割合に加えて、実際の目標排出量水準(tCO2e)を明記することが推奨され

ている。 

 

スコープ 3目標 

上記の推奨事項は、スコープ 3目標にも当てはまる。例えば、割合に基づく排出量目標に対
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して、削減割合と、その目標が原単位基準なのか、総量基準なのかを開示すべきである。し

かし、スコープ 3目標の設定のされ方によって、前述した推奨事項の中には、関係のないも

のもある。例えば、SBT 手法が使用されていなかったら、排出シナリオの開示は不要だろ

う。 

 

加えて、スコープ 3目標の記述の際、企業は以下の点を行うことが望ましい。 

・目標に含まれているスコープ 3カテゴリと明確に除外されているカテゴリを記述する。 

・例えば、目標に含まれているスコープ 3排出量の割合あるいはスコープ 1・2排出量規模

と比較したスコープ 3目標の規模を示すなどして、目標の意義を補足する。 

 

スコープ 3目標を伝達するための一つの規定された定型フォームはない。スコープ 1・2目

標の開示のように、訴えかける対象を理解し、その対象にとって意味のある関連性の高い手

法で目標を示すことが重要である。スコープ 3目標の達成は、サプライヤー、顧客、その他

外部のステークホルダーからの協働・協力にかかっていると認識するのは重要であり、従っ

て、彼らが貢献しようと動機付けられる言葉で伝達されなければならない。 

 

定性的、文脈情報 

目標のために内容を説明することは、二つの重要なメリットがある。まず、ステークホルダ

ーが目標の重要性をより理解し、気候変動に関する企業のリーダーシップを認知すること

である。二つ目は、事業者の気候行動がどれほど適切で賢明か、といったストーリーに対し

て、事業者自身の意見の伝達に貢献することである。文脈情報とは以下の点を含む。 

 

・ 動機付け：企業はなぜそのような大幅な排出削減を宣言したのか？なぜ気候科学に沿

うことが企業のリーダーシップに重要なのか？これらの疑問に対する答えは、ステー

クホルダー、ジャーナリスト、その他ビジネス経営のトレンドや気候変動に関心のある

人たちの理解をより深める。そうすることで、目標に貢献する、あるいは自分たちの組

織で SBTを設定し、先例に倣うなど、他社に動機付けを与えることもある。 

・ 企業の広範な目的との関係：多くの企業は、低炭素ビジネスの実現のため、異なるビジ

ネスモデル、技術、運用方法、サプライヤーやその他企業の取組みを徹底的に模索する

だろう。ステークホルダーは、SBT を考慮する時、企業の現状や今後のビジョンを十

分に理解しようとするかもしれない。従って、企業は目標を、その戦略・財務・営業計

画に結び付けたいと考えるだろう。 

・ 当該企業がどのように排出量を削減するか：ほとんどの企業がはじめから SBTを満た

す十分に練られた計画を持つわけではないだろうが、排出量を削減するために講じる

短期的な例を提供することはできるかもしれない。視覚化しやすい実例は有益である。

例えば、企業が「来年、施設の 20%にソーラーパネルを設置する計画がある」と発表
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することが挙げられる。 

・ 気候科学に沿ったビジネスケース：SBT は、気候変動の最も危険な結末を防ぐための

世界的な取組みを支持しているため、注目に値する。ステークホルダーが、気候科学は

排出削減に関する判断を導くことができ、そうするべきだと理解することは重要であ

る。 

・ 受けた賞、メディアの掲載、その他優れた伝達用資料へのリンク 

 

SBTのテーマ 

・ 科学は、壊滅的で不可逆的な気候変動を防ぐために、2050年までに世界の GHG排出

量を最大 72％削減しなければならないとしている。これは世界の根本的な変化を必要

とするだろう。 

・ 企業は低炭素な未来に向かって、ビジネスを変容させるため最も利用しやすい気候科

学と合致する GHG削減目標を設定しなければならない。 

・ 賢明な企業は、高い目標を設定することが自分たちの利益にかなうと認知している。

SBT はイノベーションを推し進め、長期的な競争上の優位性を確保することができ

る。 

・ 長期的で意味のある目標を設定すると、ステークホルダーに、企業の方向性に関して、

はっきりとしたメッセージを送り、ビジネスモデルを変容するために必要な戦略投資

の内容を提供することとなる。 

・ 2015年 12月、世界のほぼすべての国が、気温上昇を産業革命以前水準の 1.5～2℃に

抑えることに合意し、歴史的なパリ協定を締結した。今こそ企業は、その約束を履行

するために役割を担わなければならず、世界の目標と合致した排出量目標設定は重要

な第一歩である。 

 

6.5 目標達成の進捗状況を記述する 

 

企業は目標達成の進捗状況を、年次で報告しなければならない。目標期間の進捗状況を示す

ことは、目標年に達する前に、ステークホルダーが企業の進捗及び取組みをより理解するこ

とに役立つ。以下の情報は、進捗について伝達する際に企業が含めるべきものである。 

・前述の推奨事項に沿った目標自体の説明 

・基準年から最新年までの排出量の変化（年毎の内訳が望ましい） 

○年によって変動が予測されるため、複数年にわたって推移を示すことが重要 

・具体的なスコープあるいはスコープ 3カテゴリに対して、補助目標を設定している場合、

各補助目標に対する進捗状況 

・大幅な排出量変化の理由（例えば、排出削減の活動、成長に伴う大幅な増加あるいは減少、

取扱い製品の変更） 
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・削減が順調に進まず、目標経路から逸れた場合、その理由と対処のための今後の戦略 

・目標が修正されていないか。もし修正されていた場合、その内容と理由（例：基準年イン

ベントリの再設定あるいは排出量シナリオの更新による） 

・排出削減の一助となる成功したプロジェクトに関する情報 

・すでに実施されていて、企業の差別化を図り、企業がリーダーとして注目されるような新

たな、あるいは革新的な取り組みやパートナーシップ 

・実行された投資や変更の中で、未だ大きな結果をもたらしていないが、今後そのようなこ

とが期待されるか、長期的な目標に対して必要な変容を可能にするもの  
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附属書 1. SBT手法の構成要素 

 

第 3 章に要約されてある通り、SBT 手法には 3 つの基本構成要素がある。炭素予算、排出

シナリオ、そして、特定の企業に排出量の「分担」を割り当てる配分アプローチである。本

章では、この構成要素の詳細を考察する。 

 

本章での重要なポイント 

・ 国際的な科学コミュニティは、2017年以降、残された「炭素予算」は 700GtCO2と

見積もっている。 

・ 経時で利用可能な炭素予算を割り当てる、様々な排出シナリオが開発されている。 

・ セクターに特化した排出シナリオは、選択された単一セクターで利用可能である。 

・ 現在のデータ源は、排出削減に対する責任を地理によって区別することを認めてい

ない。国や地域に基づいて、区別するという試みは、公平性の問題や政治的配慮を鑑

みると複雑であり、実施されるべきではない。 

・ 企業の SBTを決定する際、「ピークと減少」のシナリオよりも、直線的な減少傾向を

使用することが推奨されている。 

・ 収束は、セクターの経路がセクター全体の排出削減を確実にするようなセクターで、

企業の炭素原単位を推定する際に適切である。収縮は、総量及び炭素原単位の各々に

応用できる。 

 

A1.1 炭素予算 

 

炭素予算とは、気温上昇がある一定の基準値を超えるまで、世界が排出することができる炭

素（あるいは CO2xxiv）の推定量のことである。 

 

産業革命以前の気温と比較した時の世界の気温上昇を 2℃未満に抑える基準値は、各国や国

際的な気候政策で世界の目標として広く採択されてきた。IPCC第 5次評価報告書(AR5)で

は、気温上昇を 2℃に抑えるため、2012年以降の炭素予算を 1,010GtCO2と見積もってい

る（IPCC 2013）。AR5 統合報告書の具体的な説明には、「1861～1880 年期と比較した際

に、66％超の確率で、人為的な気温上昇を 2℃未満に抑えるためには、1870 年以降の全人

為的排出源からの CO2 累積排出量が 2,900GtCO2 未満に保たれること（CO2 以外の要因

によって 2,550～3,150GtCO2の幅がある）が必要である、と複数モデルが示している。す

でに約 1,900GtCO2が、2011年までに排出された。」とある(IPCC 2014b)。最新のデータ

では、75%超の確率で気温上昇を 2℃未満に抑えるためには、2017 年以降の炭素予算は、

わずか 700GtCO2であること(Rockstrom et al.2007)が指摘されている。 



69 

 

 

A1.2 排出シナリオ 

 

IPCCは、世界の気温上昇が 2℃を超えないような目標と合致する排出削減をモデル化した

第 3・4・5次評価報告書にて、長期排出シナリオを策定した xxv。AR5の中で、このような

シナリオは、GHGの濃度経路（排出量ではない）を示し、代表的濃度経路（RCP）と呼ば

れる。さらに、IPCC は早くも 2017 年に、2℃を大幅に下回るシナリオを公表するよう

UNFCCCから依頼されている。 

 

国際エネルギー機関(IEA)を始め、その他技術機関は、地域及びセクター水準でより詳細な

排出軌道を提供するために、主に IPCC のシナリオに基づいて各自のシナリオを開発して

きた。IEAのシナリオは、Energy Technology Perspective (ETP)報告書で示されている。 

 

企業が SBT を設定する際に推奨されるシナリオを、表 A1-1 にまとめている。附属書 2 で

記述されている SBT手法の中には、様々な排出シナリオに適合できるものもあれば、特定

のシナリオのために設計されたものもある。 

 

表 A1-1の排出シナリオは、必要とされている排出削減量という観点から異なっており、排

出予測の不確かさを反映した数値の範囲も規定している。例えば、AR5 シナリオ（放射強

制力が一時的に 0.4W/m2を超過）は、削減量を 49％～72％の範囲で規定している。49％と

いう数値は、2℃基準以下にとどめるために、今世紀後半に世界で、排出量を吸収量が上回

るために必要なシナリオの想定(－103～－118％)に準拠した最低の数値である(Clarke et 

al. 2014)。ネガティブエミッション技術展開に関連する費用及び技術的問題を鑑み、SBTイ

ニシアチブは、企業に最も積極的な軽減シナリオを選ぶよう推奨している。 

 

2℃に適合する排出シナリオの多くが、減少となる前に、ある時点で排出量がピークとなる

（IPCC 5AR低位安定化シナリオ（RCP2.6）では 2010～2020年の間で）「ピークと減少」

経路をたどる xxvi。企業の SBT を設定するための目的として、排出削減が基準年から目標

年まで、組み合わせによる経路あるいは直線的経路をたどることが推奨されている（すなわ

ち、削減量は毎年、同量あるいは同率、削減される）。さらなる議論に関しては、ボックス

A1-1を参照。 
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表 A1-1. 2℃の炭素予算と適合する排出シナリオ 

出典 基準年 目標年 必要とされる削減

割合 

シナリオが関連する

排出源 

IPCC 第 5 次評価報告

書(5AR)：オーバーシ

ュート＜0.4W/m2 

2010 2050 -49％~72％ 世界の人為的排出全

て 

IPCC 第 5 次評価報告

書:RCP2.6 

2010 2050 -41%～72% 世界の人為的排出全

て 

IEA 2℃シナリオ(ETP 

2016) 

2013 2050 -56% 世界のエネルギー排

出源 

出典：Clarke et.al 2014, IEA 2016, IPCC 2014a. 

 

 

 

ボックス A1-1. 排出シナリオに基づいた企業の目標経路設定 

 

企業は、中間目標が、最終目標の意欲の高さと世界の気温上昇を 2℃未満に保つ一般的な

経路と合致するよう努めるべきである。排出シナリオと同様、基準年と目標年をつなぐ

個々の企業の目標経路は、企業が、毎年の削減率を一定にした削減、あるいは直線的削

減、あるいはピーク及び減少シナリオを想定するかによって、異なる形となる。目標経路

の下の面積は、累積排出量を示しており、経路が異なれば累積排出量は異なり、気候に対

する影響は異なる。中間目標の設定に最も適している経路はどれだろうか。 

 

通常、企業は毎年の削減率を一定にした削減経路あるいは直線的削減経路を用いること

が望ましい。例えば、IPCC 5ARの RCP2.6は、ピークと減少経路をたどっており、2010

～2050年間で 66％の排出削減を求めている。このシナリオを用いると、企業は基準年排

出量の 1.7％(=66/［2050-2010］)に匹敵する一定排出量が毎年、削減されると想定でき

る。このシナリオは、図 A1-1の直線的経路(A)となる。代替方法として、企業は年間 2.7％

の削減率も使用することができ、これは曲線の経路(B)となる。どちらも、2050年までに

66％の削減となるが、累積排出量は異なる。経路 B は、最初に高い削減量を要するが、

累積排出削減量は 17％多くなり、早期活動のメリットを示している。毎年の削減率を一

定にした経路の使用の方が好ましいのは、このためである。 

 

 

 

図 A1-1. 毎年の削減率を一定にした削減経路は、直線的削減経路よりも累積削減量が多
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くなる。 

 

 

排出シナリオにおける分割のレベル 

排出シナリオの中には、地理的分割やセクター分割の点で、他のシナリオより解決策を提示

するものがある。例えば、RCP2.6は、CO2e排出量を世界の 5つの地域及び 2つの広いセ

クター（エネルギーシステムや土地使用の変化）に分けている。対照的に、IEAの 2DSシ

ナリオは、CO2 排出量を世界 9 つの地域、5 つの広いセクター、多くのサブセクターに分

けている（以下参照）。 

 

通常、分割された排出シナリオの使用は、企業が 2℃の経路と合致するために辿らなければ

ならないであろう、より具体的で、潜在的により公平な軌道を示している。例えば、電力セ

クターで GHG排出量を分割する排出シナリオは、電力発電事業者にとって、合算された排

出シナリオよりも参考になるだろう。 

 

セクターレベルで企業の SBTを分割する 

セクターに特化した排出シナリオは、同質のセクター内で利用可能である。特に、ETP の

2DSシナリオは、2℃シナリオと合致したエネルギー、産業、輸送、建設セクターの炭素予

算を特定している。またその報告書では、セメント、アルミ、紙/パルプなどといった排出

量の高い産業セクターに対して、詳細な脱炭素経路を特定している。このようなデータは、

（SDA を使用し）収束に基づいて物理的原単位目標を作成する際、同質セクター内の企業

を導く一助となる。 

 

対照的に、異質セクターの排出シナリオや活動指標に関する情報は限られていて、異質セク

ターの企業が使用できるものは、収縮配分アプローチに限定されている。例えば、SDAは、

同質とくくりがたいセクターも含む「その他産業」セクターに脱炭素経路を提供している。

この経路は、全体の産業予算から、詳細な産業経路の炭素予算を差し引いて導かれる。その

後、SDAはその他産業に対して、総量収縮配分アプローチを使用する。 
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排出シナリオは、産業セクターだけでなく、経済のその他セクターもさらに分割しながら、

経年と共に進化すると予想されている。 

 

国家レベルで企業の SBTを分割する 

 

パリ協定は、先進国、途上国、最貧国の協定に対する役割を規定している。協定は、このよ

うなカテゴリの境界は定義せず、気候変動に対処する国家で決定した貢献の提示は各国に

まかせている。各国は、国の異なる状況に照らし、具体的に排出量を配分するプロセスより

も、平等の原則、共通だが差異ある責任(CBDR)、各自の能力に基づいて合意に至った。 

 

IPCCと学術文献は、地理的な分割に対して利用可能な、様々な技術に関する広範囲の議論

を行っている xxvii。CBDR の原則を超えて、各国は特定の技術に合意していない。国際的な

合意がないことにより、地理的な分割のための企業の選択肢は限定されている。同様に、

IEA の ETP のような国際的なモデル化の取組みが、経済協力開発機構(OECD)加盟国及び

非加盟国の排出経路を分割する一方で、このようなデータは企業の必須要件に十分に対処

する程、包括的あるいは精度が高いものではない。 

 

その結果、現在利用可能な SBT手法は、国家間の目標達成度の差異に対処する二つの簡略

化したアプローチを用いている。収縮と収束である（詳細は附属書 1.3 を参照）。例えば、

SDAは、2050年までに主要セクターの排出原単位の世界的な収束を想定している。つまり、

中国、米国、ブラジルの鉄鋼生産の排出原単位は、現在の多様性に関係なく、同水準に達す

ると想定されている。このようなアプローチは、特に平等性の視点から、それぞれ欠点があ

る（例：国によっては、鉄鋼セクターの軽減費用が膨らむかもしれない）。平等性の問題を

考慮した地理的に分割された追加的なシナリオは、SBT 手法を設定するために有益となる

こともある。さしあたり、企業は 2℃経路に排出削減目標を一致させるため、国際的な SBT

シナリオを利用するべきである。 

 

A1.3 配分アプローチ 

 

配分アプローチとは、ある排出シナリオの基礎となっている炭素予算が、企業間に同レベル

で分割される（例：地域、セクター、世界）方法を指す。 

 

本マニュアルで参照されている SBT手法は、企業レベルに排出量を割り当てるために、二

つの主なアプローチを使用している。 

- 収束：あるセクターの排出原単位を、2050年までに世界の 2℃経路に必要とされる排
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出原単位まで収束する（例、電力 kWh毎に 29gCO2e） 

- 収縮：現在の全ての排出源を、経費、平等性、成長要因と無関係に同率で削減する 

 

収束は 2℃経路のあるセクター内で、企業の炭素原単位を推定する際に適切である。収縮は、

企業の総量あるいは炭素原単位に、より広範に応用できる。 

 

炭素原単位の収束：このアプローチは、あるセクター内の全事業者の炭素原単位が、セクタ

ーの 2℃炭素予算を超えないような割合で、そのセクターの 2℃炭素原単位に向かって収束

することを想定している。各企業の収束の割合は、当該企業の当初の炭素原単位の作用、そ

のセクターの 2℃炭素原単位、そのセクターの成長と比較した企業の成長で決まる。例えば、

仮に平均以上の成長率を持つ企業は、平均以下の成長率の企業と比較した時、排出量原単位

を急減させなればならない。この手法は、セクターレベルで排出量を分割する排出量シナリ

オと合わせて使用することができる。 

 

 

 

炭素原単位の収縮：このアプローチは、同レベルで分割される企業全て（すなわち、セクタ

ー、地域、世界）が、各々の 2℃炭素予算（セクター、地域、世界）を超えないように同等

の割合で炭素原単位を削減することを想定している。企業は、共通の炭素原単位で収束せず、

異なる原単位となる。収縮の割合は、炭素予算の作用、関連するセクターあるいは地域に想

定される活動のレベルで決まる。例えば、収縮が必要な割合は、炭素予算が小さくなるにつ

れ、あるいは活動レベルがあがるにつれ、増加する。活動は、経済的（例：付加価値）ある

いは物質的（例：トン製品）指標を使って表される。 
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排出総量の収縮：このアプローチでは、同レベルで分割される企業全て（すなわち、セクタ

ー、地域、世界）が、同じ割合で排出量を削減することを想定している。収縮の割合は、純

粋に、対応する排出シナリオに含有される全体的な削減量の作用である。例えば、IPCCの

AR5 RCP2.6シナリオでは、2010年～2050年間で世界の排出量を 66％減らすよう求めて

いる。このシナリオを使うと、全事業者はセクターに関係なく、同量の GHG排出量を削減

しなければならない。 

 

 

 

原単位アプローチの問題は、炭素予算を超えないようにするための基準の効果的なモデル

化（例：対 GDPドル）である。排出総量収縮アプローチのメリットは、そのようなモデル

化が不要なことである。 
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附属書 2. 利用可能な SBT手法の概要 

 

本マニュアルで扱っている手法は、無料で公式に利用可能であり、複数のセクターに応用が

可能である。本章は、各手法の主な記述項目に関して説明している。 

 

本章での重要ポイント 

・ SBT 手法は、排出シナリオ、使用された配分メカニズム、炭素予算が維持される要

件、手法を確立した技術文書が利用可能な範囲、目標値の種類によって異なる。 

・ 新たなシナリオや手法が、様々な特定のセクター向けに開発されることが予測され

る。手法が公式に利用可能になり、SBT イニシアチブに認証されると、関連情報が

SBTイニシアチブのウェブサイトに掲載される。 

 

A2.1 各手法の記述項目 

 

本章では以下の手法を、順に説明する。 

・総量削減 

・部門別脱炭素アプローチ(SDA) 

・付加価値当たり温室効果ガス排出量(GEVA) 

・気候安定化原単位目標(CSI) 

・状況に基づく炭素測定基準(CSO) 

・気候安定化目標のための企業財政によるアプローチ(C-FACT) 

 

各々の手法は、以下に詳述される 8つの要因について説明される。表 A2-1は、これらの手

法をまとめている。 

 

１．排出シナリオ  以下の観点から説明される 

・特性：用いられる排出シナリオ及びそのシナリオの更新内容 

・範囲：検討される GHG（CO2 のみなのか、CO2 とその他 GHG どちらも含むのか）及

び検討されるセクターあるいは活動（例、エネルギーセクター、土地利用変化あるいは農

業の排出量） 

・精度：合算されたシナリオか、セクターで分割されたシナリオか、地域やセクターで分割

されたシナリオか 

・想定：SBTの設定のためのシナリオの妥当性及び適合性 

・データ：排出量データのみ、あるいはシナリオに情報として推定されている、または用い

られているその他変数（例：GDP 成長、電力生産量、セメント生産量等）も含め、シナ
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リオのデータは公式に利用可能か。後者は、特定の手法を使用する必要があることもあり、

シナリオの想定についてさらに透明性を付与できる。 

２．配分メカニズム：排出総量あるいは物質的排出原単位あるいは経済原単位の収縮法を用

いているか、収束法を用いているか 

３．炭素予算：企業が当該手法を使用することで、どれほど炭素予算を維持するかの範囲、

及びこれを確実にするために用いられたメカニズム 

４．手法の科学的根拠：当該手法が検証された範囲（あるいは、検証されることが可能な範

囲）。例えば、論文審査のある学術専門誌で当該方法が発表されているか。または、当

該方法の根拠となる原則や数式を始め、当該方法に関して確実な文書が利用可能か。当

該方法は、外部の専門家パネルあるいは一般の審議会によって、評価されたか 

５．有用性：算出ツールは利用可能か、当該方法を更新する計画が予めわかっているか 

６．目標：排出総量目標か、あるいは原単位目標か（どちらもか）。基準年や目標年の許容

範囲、基準年と目標年をつなぐ経路（なし・直線上・排出シナリオ毎・複合年間成長率

(CAGR)）、異なるスコープに対する適用性を含む。 

７．雑録 

 

 

総量削減 

シナリオ：2010年から 2050年までに 49-72％の削減を求める AR5シナリオの結果範囲で

通常提案されるが、適切なシナリオはどんなものでも使用できる。しかし、特定のシナリオ

を使用すると、求められる最初の排出削減量が少なく、その分将来、より多くの排出量をと

らえ、蓄えなければならなくなる。こうなると、行動が遅れ、未来の世代に「炭素負債」を

生み出すこととなる。SBT イニシアチブは、企業、特に先進国の企業に対して、将来の炭

素負債問題を回避し、世界の炭素予算に対する影響を調整するため、72％削減の採択を推奨

している。 

 

配分：GHG 排出総量の収縮。本手法は、全事業者に同じ割合の排出量削減を求めるため、

新規あるいは成長企業は、低炭素経済への移行時に、炭素予算の「相応量」を割り当てられ

ていないと考えるかもしれない。 

 

炭素予算：新規事業は創出されないという条件で、全事業者がシナリオに則って削減する際、

予算は保たれる。しかし、それは合理的な想定ではないので、シナリオの予測は定期的（5

年あるいは 10年毎）に見直され、排出量予算を維持するために、目標は順次調整されるべ

きだ。 

 

科学的根拠：Faria and Labutong (2015)に拠る。 
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有用性：本手法は利用・適用しやすい。本手法を確立した文書は存在しないため、更新は予

定されていない。 

 

目標：直線上あるいは CAGR あるいはシナリオの経路を反映するような経路で、排出総量

を削減する。シナリオに沿って、基準年と目標年が明記される。適切なシナリオが存在する

という条件で、あらゆるスコープに対し本手法は使用できる。 

 

備考：本手法は、目標の設定や進捗の把握のための単純で容易なアプローチとして、SBTイ

ニシアチブから認められている。 

 

 

部門別脱炭素化アプローチ (SDA) 

シナリオ：本手法は、RCP2.6シナリオに適合している、IEA (IEA 2016)によって開発され

た 2DSシナリオを使用。2DSシナリオは、排出シナリオと事業活動シナリオから構成され

ており、セクターの原単位経路を算出するために使用されている。IEAの ETPシナリオの

参照データは、公式に利用可能 (IEA 2016)。 

 

配分：二つの配分の原則が使用されている。単一セクターに対しては、物質原単位の収束、

混成セクターに対しては、排出総量の収縮。 

 

炭素予算：各セクターの予算は、セクターの事業活動の合計が、（単一セクターに対しては）

シナリオで予測されている活動を超えない範囲や、（混成の「その他産業」セクターに対し

ては）新規事業が生まれない範囲で保たれる。従来の排出量、技術開発、セクター毎に必要

な削減の取組みに関連した新たな情報を組み入れるため、シナリオ及び目標の定期的な修

正が推奨される。 

 

科学的根拠：論文審査のある学術専門誌で発表された(Krabbe et al. 2015)。本手法と使用

されている大半のシナリオの記述が、公表済 (CDP et al. 2015)。本手法は、数学的に系統

づけられており、公式に利用可能。技術助言団体による審査や意見公募手続き期間を含め、

ステークホルダーのプロセスを経て開発された。 

 

有用性：本手法は、（企業内に存在するが）公式に利用可能でない物理的データを必要とし、

企業に複数の目標設定を要求するセクター/事業活動のアプローチを用いるという点で、そ

の他既存の手法よりも複雑である。この手法は、エネルギーや炭素多排出産業向けであるが、

炭素多排出産業でない場合には、排出総量の収縮方法をとっている。ツールは利用可能であ
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り、定期的に更新される xxviii。 

 

目標：排出総量目標あるいは（セクター次第で物理的あるいは付加価値あたり）原単位目標。

2010年以降の異なる基準年及び最大 2050年までの異なる目標年が設定可能。目標経路は、

セクターのシナリオ経路の枠組みをたどる。事業者は排出量と事業活動の両データを集め、

事業活動を予想するよう求められる。スコープ 1・2を、それぞれ明確な目標でカバーする。

乗用車製造業の「製品使用」が、ツールで唯一のスコープ 3セクターである。 

 

備考：本手法は、異なるセクターのシナリオを作成する時に、セクター間で差や軽減の可能

性があることを考慮している。また、企業の GHG算定の取組みとなった方が良い、具体的

なスコープ 2 シナリオも定義しており、特定のスコープ 3 カテゴリに対しては、妥当なス

コープ 3 目標を設定するために使用できる（第 4.3 項を参照）。単一セクターにおいては、

GHG排出が集企業に、より早く排出量を減少させるよう求めているため、本手法は従来の

行動の問題を調整する。また、単一セクターの新規企業も、適応することができ、予算の一

部を割り当てられる。現状では、活動セクターの中にはカバーしていないものもある（農業・

林業・その他土地利用、石油ガス製造、住宅建設）。 

 

 

付加価値当たり温室効果ガス排出量(GEVA) 

シナリオ：当初のシナリオでは、2050年までに 50％削減（IPCC第 4次評価報告書）及び

経済成長 3%（年率）を使用していたが、異なるシナリオも使用可能。 

 

配分：付加価値当たりの GHG原単位収縮。 

  

炭素予算：企業の付加価値の伸びが、原単位目標の算定に用いられた予測と同等あるいはそ

れ以下となる程度で、予算は保たれる。 

 

科学的根拠：Randers（2012）に記述あり。Faria and Labutong (2015)に拠る 

 

有用性：本手法は使用・適用しやすい。文書は、GEVA に基づいたその他手法に対しての

み、利用可能（CSI、CSO及び C-FACT手法を参照）。このような手法のバリエーションを

実装するツールが利用可能である（CSO 及び C-FACT を参照）。目標を設定し、把握する

ために、必要とされているのは排出量と付加価値の把握のみ。更新は予定されていない。 

 

目標：$1 付加価値当たり tCO2e の形式の原単位目標で設定される。基準年及び目標年は、

シナリオに沿って規定される。目標は、目標年まで CAGR 軌道をたどる。対象は、スコー
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プ 1排出。 

 

備考：GEVA 手法は、付加価値に関する配分を基本とするその他手法の基礎を形成してい

る。付加価値に基づいて排出量の配分を組み立てる方法は様々であり、配分の基本を形成す

るために使われるシナリオも多様である。これにより、GEVA や関連する手法からの最終

結果に若干の差が生まれる。 

 

 

気候安定化原単位目標(CSI) 

シナリオ：IPCC第 4次評価報告書。2007年を基準年として、2050年までに GHG排出量

を 80％削減。2007年から 2050年までの経済成長は年率 5.9％（現在価格）。 

 

配分：付加価値当たりの GHG原単位の収縮。 

 

炭素予算：GEVAの炭素予算を参照。 

 

科学的根拠：GEVAに基づいており、同業者に審査され、科学専門誌で発表されている。妥

当性は Tuppen(2009)で確立されている。付加価値の定義及び付加価値当たりの GHG原単

位以外の、本手法の一般的な数学的定式の詳細はない。 

 

有用性：本手法は使用・適用しやすく、確立されている。利用可能なツールはない。目標を

設定し、把握するために、必要とされているのは排出量と付加価値の把握のみ。更新は予定

されていない。 

 

目標：$1 付加価値当たり tCO2e の形式の原単位目標で設定される。基準年及び目標年は、

シナリオに沿って規定される。目標は、目標年まで CAGR軌道をたどる。スコープ 1・2を

合計し、スコープ 3はカバーしていない。 

 

備考：CSIは、（前述のように）ある企業(BT)が、特定のシナリオを使用するケースに対す

る GEVA を詳述したものである。これは、先進国の企業に、スコープ 1 と 2 の GHG 原単

位(tCO2e/GDP百万)を年率 9.6％削減することを規定する長期目標となる。これは、ある地

域（このケースの場合、先進国）内の全事業者が、同率で付加価値当たりの GHG原単位を

減少させるという原則に則る。 
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状況に基づく炭素測定基準(CSO) 

シナリオ：複数のシナリオが、異なる地域、目標年、セクターをカバーする手法に導く本手

法と共に用いられる。 

 

配分：付加価値当たりの GHG原単位の収縮。 

 

炭素予算：GEVAの炭素予算を参照。 

 

科学的根拠：GEVA に基づいており、同業者に審査され、科学専門誌で発表されている。公

式に利用可能な本手法の一般的な数学的定式はない。Center for Sustainable 

Organizations(CSO)の要請があって、更新される。 

 

有用性：文書は利用可能（McElroy 2017）。ツールは、一つのシナリオ(SSP1-2.6)に対する

方法を明記 xxixしており、利用可能。目標を設定し、把握するために、必要とされているの

は排出量と付加価値の把握のみ。このツールは、企業が目標把握のために使用することもで

きる。 

 

目標：（オンラインで利用可能な実装毎）$1 付加価値当たり tCO2e の形式の原単位目標で

設定される。基準年及び目標年は、シナリオに沿って規定される。目標は、目標年まで CAGR

軌道をたどる。スコープ 1・2の目標に対応し、スコープ 3目標は任意。 

 

備考：当初は 2006年の Ben & Jerry’sの目標設定のために開発され、試験的に実施された

（最新版、v5.5は 2015年に発表）。目標達成度は 3 通りの方法で、年次及び累積で報告さ

れる。3方法とは、原単位、総量、「状況に基づいた指標」（目標排出量に対して、実際排出

量の割合を評価する評点）。柔軟で、排出シナリオ及び原単位指標の変動に適応可。 

 

 

気候安定化目標のための企業財政によるアプローチ(C-FACT) 

シナリオ：IPCC第 4次評価報告書。先進国は、基準年の 2007年と比較し、2050年までに

GHG排出量の 85％を削減。途上国は、2050年までに GHG排出量の 50％を削減。企業は、

（GDP に対する寄与を基に）将来の付加価値の予測を明記。以前のツールと同様、様々な

シナリオが適応可能。 

 

配分：排出総量の収縮（しかし、目標は（付加価値）原単位目標として伝達される）。 

 

炭素予算：企業の成長が、シナリオで用いられている予測と同等あるいはそれ以下となるよ
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う保たれる。企業はシナリオの削減と同様の削減を行う。 

 

科学的根拠：論文審査のある学術専門誌で発表されてはいないが、手法の記述は利用可能。

Faria and Labutong (2015)に拠る。米国環境保護庁(EPA)、気候団体、WRI、ClearCarbon

（現在は Deloitte）と協議の上、Autodeskによって開発された。 

 

有用性：本手法は使用・適用しやすい。文書は、利用可能（Stewart and Deodhar 2009）。

先進国の企業が目標を設定でき、途上国が容易に明記できるツールが利用可能。目標を設定

し、把握するために、必要とされているのは排出量と付加価値の把握のみ。 

 

目標：排出総量の収縮に基づいて、$1付加価値当たり tCO2eの形式の原単位目標で設定さ

れる。基準年及び目標年は、シナリオに沿って規定される。目標は、目標年まで CAGR 軌

道をたどる。手法は、スコープ 1、2、3排出量の範囲を提案する。 

 

備考：本手法には、企業が目標に向かう全体の短期進捗を評価するために使用できる 5 年

の区切りがある。本手法は、排出総量の削減目標を推定しており、原単位目標は企業の成長

予測に基づいて組み立てられる。手法は、企業が自社の原単位目標を把握することを提案す

る。 

 

 

  



82 

 

表 A2-1. SBT手法の要約 

情報 総量削減 CSI 状況に基づいた

指標(CSO) 

C-FACT GEVA SDA 

基準年 柔軟に対応 柔軟に対応 2005 2009 年が望まし

いが、柔軟に対応 

2010 年が望まし

いが、柔軟に対応 

2010 年以降で柔

軟に対応 

目標年 柔軟に対応 2050 年まで柔軟

に対応 

2050 年まで柔軟

に対応 

2050 年まで柔軟

に対応 

2050 年までで柔

軟に対応 

2050 年まで柔軟

に対応 

排出シナリオ 柔軟に対応 現在実行してい

るものには IPCC 

AR4 が使用され

ているが、柔軟に

対応 

柔軟に対応 現在実行しているものには、IPCC 

AR4が使用されているが、柔軟に対応 

IEA 2DS 

セクター分けの

レベル 

なし なし なし なし なし セクター毎 

配分メカニズム 収縮（総量） 収縮（原単位） 収縮（原単位） 収縮（総量） 収縮（原単位） 収束（単一セクタ

ー） 

 

収縮（混成セクタ

ー） 
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情報 総量削減 CSI 状況に基づいた指標（CSO） C-FACT GEVA SDA 

インプット

データ 

基準年 ・排出総量、必要

であれば、スコー

プ 1・2・3 

・スコープ 1

及び 2を合わ

せた原単位 

・粗利益 

・スコープ 1

及び 2の排出

総量と原単位

（各々） 

・粗利益、収

益、物質的な

事業活動 

・スコープ 1

総量、スコー

プ 2総量、あ

るいは必要

であれば、ス

コープ 1・2・

3の総量 

・粗利益、収

益 

・スコープ 1、スコープ 2、も

しくはスコープ 1・2 の原単位

あるいは総量 

・粗利益 

・スコープ 1

及び 2の排出

総量（各々） 

・物質的な事

業活動、粗利

益 

目標年 ・成長予測（手法

のシナリオによ

って規定） 

・成長予測

（企業予測の

通り） 

・粗利益/利益 

・成長予測

（企業予測の

通り） 

・粗利益 /利

益目標（企業

決定の通り） 

・成長予測

（企業予測

の通り） 

・粗利益 /利

益目標 

・成長予測（手法のシナリオに

よって規定） 

・成長予測

（企業予測の

通りで、単一

セクターに対

してのみ） 

 

目標年のアウトプッ

ト 

削減総量、必要で

あれば、スコープ

1・2・3 

スコープ 1及

び 2を合わせ

た原単位 

スコープ 1及び 2の排出総量

と原単位（各々） 

原単位及び削

減総量を提供 

原単位目標あ

るいは総量目

標 

スコープ 1及

び 2の排出総

量及び原単位

(各々) 
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り、人の生活を向上させるため斬新な解決策を構築し、政府・企業・市民社会と国際的に

連携しながら、アイデアを行動に移すため、研究の先を行く。 

(www.wri.org) 

 

WWF 

WWFは、世界最大の最も経験豊富な独立環境保全団体の一つで、５百万人を超える支援

者、100カ国超で活動を行う国際的なネットワークを持っている。 

 

WWFの使命は、世界の生物多様性を保全し、再生可能な天然資源の利用を持続可能に

し、環境汚染と浪費的な消費の削減を促進することで、自然環境の悪化を止め、人が自然

と共存する未来を構築することである。 

(http://wwf.panda.org) 

 

 

 

https://www.cdp.net/
http://www.unglobalcompact.org/
http://www.wri.org/
http://wwf.panda.org/
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後注 

i IPCCは、「気候変化の最新の情報及び、環境や社会経済学的な影響に関する明確な科学

的見解を世界に提供するため」国連の後援により、設立された科学及び政府間機関であ

る。 

https://www.ipcc.ch/ 

ii 排出量の減少割合の数値範囲は、予測をモデル化した排出の不確実性に起因する。本数

値は、Clarke et al (2014)の431ページに記載のある具体的な経路（オーバーシュート

<0.4W/m2）から引用。 

iii SBTを設定するための手法には、さらに厳しい気温目標に見合うよう採択されたものも

ある。詳細は附属書2を参照。 

iv LCPTiは、WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議）、SDSN（持続可能な

開発ソリューション・ネットワーク）、IEA（国際エネルギー機関）の共同活動で、低炭

素技術の大規模な開発や展開に関して、9つのセクターに具体的な行動計画を提供してい

る。 

http://lctpi.wbcsdservers.org/ 

v P&Gの風力発電所に関して、さらに情報を知りたい場合、 

http://cdn.pg.com/en-us/-

/media/PGCOMUS/Documents/PDF/Sustanability_PDF/sustainability_reports/PG2015

SustainabilityReport.pdf?la=en-US&v=1-201605111505. 

vi デルのSBTに関して、さらに情報を知りたい場合、

http://sciencebasedtargets.org/case-studies/case-study-dell/ 

vii ケロッグのSBTに関して、さらに情報を知りたい場合、

http://sciencebasedtargets.org/case-studies/case-studykellogg/ 

viii GICCC声明文の全文はこちら 

http://investorsonclimatechange.org/portfolio/global-investorstatement-climate-change/ 

ix NRGエネルギーのSBTに関して、さらに情報を知りたい場合、

http://sciencebasedtargets.org/case-studies/casestudy-nrg/ 

x ランド・セキュリティーズのSBTに関して、さらに情報を知りたい場合、

http://sciencebasedtargets.org/case-studies/casestudy-land-securities/ 

xi コカ・コーラ・エンタープライズのSBTに関して、さらに情報を知りたい場合、 

http://sciencebasedtargets.org/casestudies/case-study-coca-cola-enterprises/ 

xii IEAは、「エネルギー問題の全範囲を調査し、29の加盟国及びそれ以外の国でも、エネ

ルギーの信頼性、値ごろ感、持続可能性を高める政策を推奨している。」 

http://www.iea.org/about/ 

xiii 排出総量の収縮アプローチを使用している他の手法に「3% Solution」がある。 

https://www.ipcc.ch/
http://cdn.pg.com/en-us/-/media/PGCOMUS/Documents/PDF/Sustanability_PDF/sustainability_reports/PG2015SustainabilityReport.pdf?la=en-US&v=1-201605111505
http://cdn.pg.com/en-us/-/media/PGCOMUS/Documents/PDF/Sustanability_PDF/sustainability_reports/PG2015SustainabilityReport.pdf?la=en-US&v=1-201605111505
http://cdn.pg.com/en-us/-/media/PGCOMUS/Documents/PDF/Sustanability_PDF/sustainability_reports/PG2015SustainabilityReport.pdf?la=en-US&v=1-201605111505
http://sciencebasedtargets.org/case-studies/case-study-dell/
http://sciencebasedtargets.org/case-studies/case-studykellogg/
http://investorsonclimatechange.org/portfolio/global-investorstatement-climate-change/
http://sciencebasedtargets.org/case-studies/casestudy-nrg/
http://sciencebasedtargets.org/case-studies/casestudy-land-securities/
http://sciencebasedtargets.org/casestudies/case-study-coca-cola-enterprises/
http://www.iea.org/about/
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http://www.worldwildlife.org/projects/the-3-solution 

3% Solutionは目標を2020年までしか算出しないため、本マニュアルでは推奨していな

い。本マニュアルで記述の通り、企業は最新年から5～15年間で目標年を設定するべきで

ある。 

xiv SBTイニシアチブの基準及び推奨事項の最新リストはこちら 

http://sciencebasedtargets.org/wp-content/uploads/2017/02/SBTi-criteria.pdf 

xv タリスの目標に関して、さらに情報を知りたい場合、 

http://sciencebasedtargets.org/case-studies/case-studythalys/ 

xvi このような基準は、GHGプロトコル、スコープ2ガイダンスの第7章で説明している。 

xvii SBTイニシアチブのCall to Actionキャンペーンは、天然ガスあるいはその他化石燃料

製品を流通している全発電事業者が販売した製品の使用に対して、スコープ3目標を設定

するよう求めている。 

xviii そのような変化の累積的な影響が再計算を正当化するかを判断するために、企業は

有意な閾値を採択すべきである。GHGプロトコルは閾値の数値は規定しないものの、通

常、5%数値が推奨されている。5%数値に基づけば、合計で5％以上SBTに影響を及ぼす変

化の場合、変化は大きなものだと考えられるだろう。一度定義されると、有意閾値は、経

時的に一貫して適用されるべきである。 

xix ファイザーのSBTに関して、さらに情報を知りたい場合、 

http://sciencebasedtargets.org/case-studies/case-studypfizer/ 

xx 米国環境保護庁の算定ツールは、排出量データを乗用車、家庭、発電所が排出す

る推定年間排出量に変換する。 

https://www.epa.gov/energy/greenhouse-gas-equivalencies-calculator 

xxi 持続可能性報告書の中のGRI基準に関しては、こちら 

https://www.globalreporting.org/standards/ 

xxii 排出量データの収集に加えて、CDPのClimate Change Questionnaire（気候変

動質問書）は、気候変動に関連する企業のリスクや機会の情報を収集する。 

https://www.cdp.net/en/climate 

xxiii NAZCAプラットフォームは現在、少なくとも2,000社のコミットメントを報告

している。 

http://climateaction.unfccc.int/ 

xxiv CO2の質量は、炭素の質量に炭素とCO2の分子量の比率をかけて見積もられ

る。ここでの比率は、44/12あるいはおよそ3.67である。 

xxv IPCCの第3次及び第4次評価報告書は、気温の基準値よりもGHG濃度を評価して

いる。 

xxvi GHGは複数年存在し、大気に堆積するため、RCP2.6の放射強制力レベルも「ピー

クと減少」経路をたどる。しかし、これは強制力レベルが、世紀半ばまでにおよそ

http://www.worldwildlife.org/projects/the-3-solution
http://sciencebasedtargets.org/wp-content/uploads/2017/02/SBTi-criteria.pdf
http://sciencebasedtargets.org/case-studies/case-studythalys/
http://sciencebasedtargets.org/case-studies/case-studypfizer/
https://www.epa.gov/energy/greenhouse-gas-equivalencies-calculator
https://www.globalreporting.org/standards/
https://www.cdp.net/en/climate
http://climateaction.unfccc.int/
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3.1W/m2まで達し、2100年までに2.6W/m2に戻るものである(Clarke et al. 2014)。 

xxvii 国際的な気候協力のための、手段や合意に関する議論に関しては、Stavins et al. 

(2014)を参照。 

xxviii SDAと関連文書は、以下サイトよりダウンロードできる。 

http://sciencebasedtargets.org/sda-tool/ 

xxix CSOツールは以下サイトよりダウンロードできる 

http://www.sustainableorganizations.org/context-based-metrics-public-domain/ 

 

http://sciencebasedtargets.org/sda-tool/
http://www.sustainableorganizations.org/context-based-metrics-public-domain/

